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新
公
会
計
制
度
導
入
直
後
の
取
組
み

平
成
25
年
11
月

愛
知
県
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は
じ
め
に
～
本
県
の
新
公
会
計
制
度
の
概
要
～

1

26
年
度

25
年
度

22
年
度

23
年
度

24
年
度

新
公

会
計

制
度

整
備

検
討

会
議

に

よ
る

制
度

検
討

関
連

シ
ス

テ
ム

の
改

修
・

開
発

試
行

運
用

本
格

運
用

幹
部

職
員

研
修

・
一

般
職

員
職

員
研

修

新
公

会
計

制
度

推
進

会
議

地
方
自
治
法
に
基
づ
く
予
算
の
枠
組
み
（款

項
目
節
予

算
）
は
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
基
礎
単
位
と
し
て
は
有
効
性
に

限
界
が
あ
る
。

【
款
項
目
節
予
算
】

○
人
件
費
や
公
債
費
を
含
め
た
「
目
」ご

と
の
事
業
費
を

適
切
に
把
握
で
き
な
い
。
（
特
定
の
目
に
一
括
計
上
等
）

○
一
つ
の
「
目
」
に
複
数
組
織
の
事
業
が
混
在
し
、
責
任

と
権
限
の
所
在
が
不
明
確
。

財
務

諸
表

、
行

政
評

価
、
予

算
編

成
に
共

通
す
る
２
７
9
の
事

業
単

位
（
管

理
事

業
）
を

新
た
に
設
定
。 管

理
事
業
を
最
小

単
位
と
し
て
財
務
諸

表
を
作
成
、
公
表

財
務
諸
表
の
作
成
単
位

制
度
導
入
ま
で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

効
率
的
・
効
果
的
な
行
財
政
運
営
の
実
現
の
た
め
、
平
成
2
2
年

度
か
ら
複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
導
入
の
検
討
を
開
始
し
、
平

成
2
5
年
度
か
ら
試
行
運
用
を
開
始
し
た
。
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（
１
）
全
庁
の
協
力
体
制

１
職
員
へ
の
周
知
と
意
識
改
革

・平
成

２
５
年

度
に
試

行
導

入
し
た
新

公
会

計
制

度
の
円

滑
な
運

用
を
図

る
た
め
、
全

庁
会

議
を
組

織
し
、
平

成
２
５
年

５
月

に
設

置
。

新
公

会
計

制
度

推
進

会
議

・
議
長
は
会
計
局
管
理
課
長

・
構
成
員
は
各
部
局
筆
頭
課
の
予
算
経

理
グ
ル
ー
プ
及
び
関
連
シ
ス
テ
ム
所
管

グ
ル
ー
プ
の
班
長
（
課
長
補
佐
）

【
検

討
事

項
】

・
新

公
会

計
制

度
の
運

用
に
関

す
る
事

項
・
財

務
諸

表
の
作

成
基

準
（
会
計

ル
ー
ル
）に

関
す
る
事
項

・
財

務
諸

表
の
活

用
方

法
に
関

す
る
事

項
・
複

式
簿

記
・
発

生
主

義
に
基
づ
く
会

計
処
理

に
よ
り
財

務
諸
表

を
作

成
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
（関

連
シ
ス
テ
ム
を
含
む
）
の
運

用
に
関

す
る
事

項
・
そ
の
他

新
公

会
計

制
度
に
関
し
必
要

な
事

項

固
定

資
産

W
G

・
座

長
は
総

務
部

財
産

管
理

課
主

幹
・
構

成
員

は
固

定
資

産
を
有

す
る
各

グ
ル
ー
プ

及
び
関
連
シ
ス
テ
ム
所
管
グ
ル
ー
プ
の
班
長

【
検

討
事

項
】

・
固

定
資

産
の
評

価
方

法
に
関

す
る
事

項
・
固

定
資

産
の
管

理
方

法
に
関

す
る
事

項
・
固

定
資

産
の
情

報
の
活
用

方
法

に
関
す
る
事
項

・そ
の
他
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
目
的
を
達
成
す
る

た
め
に
必
要
な
事
項

事 業 用 資 産 ・ イ ン フ ラ 資 産 の 検 討

制 度 全 般 に か か る 検 討

回
月

主
な
内

容

1
5
月

開
始

貸
借

対
照

表
の
作

成
に
つ
い
て
、
平
成

2
5
年

度
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
、
平

成
2
5
年

度
研

修
計

画
に
つ
い
て

2
8
月

開
始

貸
借

対
照

表
（
暫

定
版
）
の
確
認
に
つ
い
て
、

新
公

会
計

制
度

幹
部

職
員

研
修

（
案

）に
つ
い
て

2
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（
２
）
導
入
年
度
の
研
修
実
施
概
要

・職
員

の
意

識
改

革
を
促

す
と
と
も
に
、
制

度
の
円

滑
な
運

用
に
資

す
る
た
め
、
職

員
向

け
に
様

々
な
研

修
メ
ニ
ュ
ー
を
用

意
。

メ
ニ
ュ
ー

実
施
時
期

主
な
内
容

実
施

回
数

参
加

人
数

財
務
シ
ス
テ
ム
操
作
研
修

平
成
2
5
年
7
月

・
新
公
会
計
制
度
対
応
に
よ
り
変
更
・追

加
と
な
っ
た
機
能
の
操
作
方
法
を
説
明

1
4
回

3
2
1
人

複
式
簿
記
普
及
研
修

平
成
2
5
年
8
～
9
月

・
複
式
簿
記
の
基
礎

・
財
務
諸
表
作
成
の
実
務

1
0
回

7
9
7
人

幹
部
職
員
研
修

平
成
2
5
年
1
1
月

・
事
業
遂
行
の
責
任
者
と
し
て
求
め
ら
れ
る

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
手
法

・
開
始
貸
借
対
照
表
の
見
方

1
回

1
9
2
人

財
務
諸
表
作
成
実
務
研
修

【
予
定
】

平
成
2
6
年
1
～
2
月

・
平
成
2
5
年
度
決
算
に
向
け
た
財
務
諸
表

の
作
成
方
法

7
回

1
,5
0
0
人

行
政
評
価
研
修

（
総
務
部
主
催
）

平
成
2
5
年
5
月

・
新
公
会
計
制
度
の
概
要

・
行
政
評
価
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て

・
指
標
設
定
の
考
え
方

１
回

1
4
6
人

平
成
2
5
年
度
新
公
会
計
制
度
研
修
メ
ニ
ュ
ー

3
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ヒ
ロ
シ

採
用
４
年
目
。
今
年
度
は
会
計
局
管
理

課
新
公
会
計
制
度
グ
ル
ー
プ
に
配
属
さ

れ
…
。

マ
ッ
キ
ー

採
用
４
年
目
。
今
年
度
も
主
管
課
の
予
算

グ
ル
ー
プ
に
配
属
さ
れ
…
。

Ｔ
字
マ
ン

愛
知
県
の
新
公
会
計
制
度
を
サ
ポ
ー
ト
す

る
た
め
に
、
再
び
b
o
o
k
k
e
e
pi
ng

星
雲
か
ら

や
っ
て
き
た
。

（
３
）
複
式
簿
記
の
普
及
に
向
け
た
取
組
み

・官
庁

に
は
な
じ
み
の
な
い
「複

式
簿

記
」
を
少

し
で
も
分

か
り
や
す
く
理

解
し
て
も
ら
え
る
よ

う
、
オ
リ
ジ
ナ
ル
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
に
よ
る
講

座
を
開

設
。

・
制
度
導
入
後
も
、
問
合
せ
が
多
い
内
容
を
中
心
に

「
Ｔ
字
マ
ン
の
複
式
リ
ポ
ー
ト
」
と
し
て
月
に
1
回
発
行
。

 
複

式
簿

記
の

こ
と

な
ら

ま
か

せ
る

の
だ

。

・
制
度
導
入
前
年
度
か
ら
新
公
会
計
制
度
の
意
義

や
内
容
を
3
人
の
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
の
対
話
形
式
で
分

か
り
や
す
く
解
説
し
た
「
複
式
簿
記
講
座
」
を
定
期
的

に
発
行
。

登
場
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
（
平
成
2
5
年
度
）

4
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平
成
25
年
7月

1日
発
行

複
式
リ
ポ
ー
ト
N
o.
2か

ら
抜
粋
5
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２
複
式
仕
訳
の
指
導
に
か
か
る
取
組
み

F
A
Q
の

蓄
積
と

フ
ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

統
一
的
な
指
導
が
可
能
と
な
る
よ
う
に
、
仕
訳
の
区
分
や
出
力
帳
票
の
取

扱
い
、
そ
の
他
制
度
に
か
か
る
質
問
と
そ
れ
に
対
す
る
回
答
を
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
化
し
、
制
度
所
管
グ
ル
ー
プ
の
メ
ン
バ
ー
で
共
有
。

全
庁
に
関
係
す
る
質
問
、
回
答
に
つ
い
て
は
、
「
よ
く
あ
る
質
問
、
よ
く

あ
る
誤
り
事
例
」
と
し
て
職
員
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
シ
ス
テ
ム
に
登
録
。

個
別
チ
ェ
ッ
ク
に

よ
る
補
正
指
示

合
計
残
高
試
算
表
の
月
次
チ
ェ
ッ
ク
に
よ
る
ル
ー
ル
外
処
理
の
補
正
指
示
。

実
地
に
赴
き
、
複
式
指
導
検
査
を
実
施
。
（
予
定
）

部
局
特
有
の

仕
訳
処
理
の

統
一
化

部
局
の
実
情
に
応
じ
、
各
々
の
事
務
事
業
の
内
容
に
特
化
し
た
マ
ニ
ュ

ア
ル
を
部
局
で
作
成
し
、
同
一
の
会
計
処
理
内
容
に
対
し
て
統
一
的
な

仕
訳
処
理
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
指
導
。

（
例

建
設
部
、
教
育
委
員
会
事
務
局
（
県
立
学
校
）
な
ど
）

部 局 主 管 課 で は会 計 局 で は

6
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（１
）作

成
フ
ロ
ー３

開
始
貸
借
対
照
表
の
作
成

デ
ー
タ
収
集

財
務

シ
ス
テ
ム

入
出
力

部
局
確
認

デ
ー
タ

修
正

財
務

シ
ス
テ
ム

入
出
力

完
成

暫
定

版

・
資
産
台
帳
の
整
備

・
管
理
事
業
の
紐
付
け

・
定
数
等
の
調
査
（
人
件
費
配
賦
に
利
用
）

・
シ
ス
テ
ム
外
資
産
等
調
査

・
債
権
整
理
簿
等
と
の
整
合

・
貸
付
金
等
の
債
権
評
価

・
単
式
決
算
書
（
平
成
2
4
年
度
決
算
）
と
の
整

合
性
を
確
認

・
管
理
事
業
別
に
暫
定
版
開
始
貸
借
対
照
表
を
提
示
し
、
内
訳
デ
ー
タ
と
と
も
に

各
部
局
に
配
布
の
上
、
会
計
局
か
ら
管
理
事
業
所
管
課
室
に
計
数
の
確
認
を

依
頼
。

・
修
正
報
告
を
受
け
、
再
度
財
務
シ
ス
テ
ム
に
て
入
出
力
し
、
管
理
事
業
所
管
課

室
に
よ
り
計
数
を
確
認
。

・
デ
ー
タ
確
定
ま
で
上
記
の
作
業
を
繰
り
返
す
。

・
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
の
財
務
書
類
（平

成
2
4
年
度
決
算
）と

の
整
合
性

を
確
認
。

4
月
～
7
月

8
月
～
9
月

1
0
月
～

1
2
月
中

(予
定

)

▼
H
22
～

▼
H
25

7
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（
２
）
事
業
用
資
産
・イ

ン
フ
ラ
資
産
の
評
価
に
つ
い
て

そ
の
理
由
・
・
・

従
前
の
財
産
管
理
が

「
面
積
」、

「延
長
」等

の
数
量
把
握
を
重
視
し
て

い
た
た
め
大
半
の
資
産

に
つ
い
て
取
得
当
時
の

価
額
把
握
が
困
難
で

あ
っ
た
た
め
。

「公
正

価
値

に
よ
る
評

価
」

と
は
？

？

愛
知
県
で
は
、
資
産
の
評
価
方
法
は
取
得
原
価
主
義
と
し
た
が
、

開
始
時
の
有
形
固
定
資
産
の
評
価
に
つ
い
て
は
、
「
公
正
価
値

に
よ
る
評
価
額
」
を
取
得
価
額
と
み
な
す
取
扱
い
と
し
て
い
る
。

「
公
正
価
値
に
よ
る
評
価
」と

は
、
評
価
時
点
で
再
度
そ
の
資

産
を
取
得
し
た
場
合
に
要
す
る
金
額
（再

調
達
価
額
）を

基
に

評
価
す
る
方
法
。

開
始
時
は
「
公
正
価
値
評
価
」

日
本
公
認
会
計
士
協
会
の
提
言
で
は
、
開
始
時
に
お
け
る
資
産
の
評
価
を
「公

正
価
値
」と

す
る
こ
と
は
適
切
な
方
法
で
あ
る
と

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
国
際
会
計
基
準
（
民
間
）に

お
い
て
は
、
資
産
の
評
価
基
準
を
取
得
原
価
主
義
と
す
る
場
合
に
も
、
開
始
時

（
国
際
会
計
基
準
移
行
時
）
に
お
け
る
資
産
の
「
公
正
価
値
評
価
」を

「み
な
し
原
価
」と

す
る
手
法
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

8
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土
地

建
物

工
作
物

帳
簿
価
額
＝
相
続
税
路
線
価
又
は
固
定
資
産
税
概
要
調
書
の
市
区
町
村
別
・地

目
別
平
均

単
価
×
面
積

ア
取
得
価
額
が
判
明
し
て
い
る
も
の

帳
簿
価
額
＝
（
取
得
価
額
×
デ
フ
レ
ー
タ

※
１
）
－
減
価
償
却
累
計
額

※
１

(社
)全

国
市
有
物
件
災
害
共
済
会
の
「
年
次
別
建
築
費
指
数
表
」
を
使
用
。

イ
取
得
価
額
が
不
明
な
も
の

帳
簿
価
額
＝
（
建
物
用
途
別
・
構
造
別
単
価
×
建
築
延
床
面
積
）－

減
価
償
却
累
計
額

ア
取
得
価
額
が
判
明
し
て
い
る
も
の

帳
簿
価
額
＝
（
取
得
価
額
×
1
0
0
／
デ
フ
レ
ー
タ

※
２
）
－
減
価
償
却
累
計
額

※
２

国
土
交
通
省
の
建
設
工
事
費
デ
フ
レ
ー
タ
を
使
用
。
こ
の
デ
フ
レ
ー
タ
は
評
価
時
点
を
1
0
0
と
し
た

指
数
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
こ
れ

を
分
母
と
し
て
再
調
達
価
額
を
算
出
す
る
。

イ
取
得
金
額
が
不
明
な
も
の

帳
簿
価
額
＝
（
平
均
単
価
×
数
量
等
）－

減
価
償
却
累
計
額

開
始
時
の
主
な
資
産
の
評
価
方
法

9
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（
３
）
資
産
、
負
債
に
か
か
る
調
査
の
実
施

・
資
産
や
負
債
の
中
に
は
、
シ
ス
テ
ム
で
管
理
し
て
い

な
い
も
の
が
存
在
す
る
。

開
始
貸
借
対
照
表
を
作
成
す
る
際
に
は
、
こ
れ
ら
に
つ

い
て
全
庁
を
対
象
に
調
査

を
行
っ
た
。
調
査
に
あ
た
っ
て
は
、
整
理
簿
等
の
台
帳

に
立
ち
返
り
計
数
を
確
認

し
、
不
明
な
点
は
個
別
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
う
な
ど
し

て
正
確
性
を
確
保
し
た
。

調
査

内
容

確
認

帳
簿

貸
付
金
残
高

貸
付
金
整
理
簿

物
品
（
図
書
）
残
高

備
品
管
理
簿

基
金
残
高

基
金
整
理
簿

他
会
計
へ
の
貸
付
金
/
借
入
金
残
高

貸
付
金
整
理
簿

供
託
金
等
残
高

債
権
整
理
簿

主
な
全
庁
調
査

10
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（
４
）
監
督
数
値
と
の
整
合

・
最
終
的
に
は
、
開
始
貸
借
対
照
表
の
各
勘
定
科
目
の
計
数
は
、
単
式
決
算

書
類
だ
け
で
な
く
、
愛
知
県
で
は
平
成
20
年
度
決
算
か
ら
作
成
、
公
表
し
て

き
た
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
に
よ
る
財
務
書
類
と
数
値
の
整
合
性
を
と
る

必
要
が
あ
る
。
こ
れ
ら
は
、
計
上
基
準
の
相
違
に
よ
り
一
致
す
る
項
目
と
一

致
し
な
い
項
目
が
あ
る
が
、
一
致
し
な
い
場
合
は
そ
の
理
由
に
つ
い
て
整
理

す
る
必
要
が
あ
る
。

・
現
在
、
愛
知
県
で
は
、
制
度
の
安
定
的
な
運
用
に
向
け
た
取
組
み
と
並
行

し
て
、
開
始
貸
借
対
照
表
の
計
数
確
定
に
向
け
た
作
業
を
鋭
意
進
め
て
い
る
。

11
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平
成

２
５
年

１
１
月

愛
知

県

参考資料
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１
現
行
の
公
会
計

～
現
金
主
義
会
計
の
限
界
～

 
行
財
政
の
効
率
化
や
持
続
可
能
な
財
政
運
営
に
必
要
不
可
欠
な
情
報
が
欠
如
。

 
ス
ト
ッ
ク
情
報
（
建
物
や
道
路
な
ど
の
資
産
や
借
金
の
情
報
）
が
得
ら
れ
な
い
。

 
減
価
償
却
費
な
ど
を
含
め
た
フ
ル
コ
ス
ト
情
報
が
把
握
で
き
な
い
。

 
貸
付
金
や
収
入
未
済
に
関
す
る
不
納
リ
ス
ク
が
見
え
な
い
。

こ
の
た
め
・
・
・

1

現
行
の
地
方
自
治
法
に
基
づ
く
会
計
処
理
で
は
、
現
金
の
移
動
し
か
記
録
さ
れ

ず
、
現
金
以
外
の
資
産
や
負
債
の
情
報
が
蓄
積
さ
れ
な
い
。

○
現

行
の

官
庁

会
計

（
単

式
簿

記
・
現

金
主

義
）
の

限
界
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２
愛

知
県

の
こ

れ
ま

で
の

公
会

計
改

革
の

取
組

○
決

算
統

計
開
始

（
昭

和
4
4
年
度
決

算
）

前
に

取
得

し
た

資
産

の
価
額

が
計

上
さ

れ
な
い

。
○

複
式

簿
記
に
よ

ら
ず

作
成

す
る
た

め
、

数
値

の
検

証
可

能
性

が
確
保

さ
れ

な
い

。
○

普
通

会
計
と
い

う
大

き
な

単
位
で

し
か

財
務

情
報

を
把

握
で

き
な
い

た
め

、
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト

へ
の

活
用

性
が

低
い

。＜
こ
れ
ま
で
の
作
成
方
法

＞
○

決
算

統
計
数
値

の
組

み
替

え
に
よ

り
、

複
式

簿
記

に
よ

ら
ず
簡
便

的
な

手
法

で
作
成

。

◎
愛
知
県
で
は
、
民
間
の
企
業
会
計
的
手
法
を
採
り
入
れ
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
な
ど
の
財
務
書
類

を
作
成
す
る
公
会
計
改
革
の
取
組
を
平
成
12
年
度
か
ら
推
進
し
て
き
た
。

課
題

2

 
効
率
的
・
効
果
的
な
行
財
政
運
営
の
実
現
の
た
め
、
「
複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
を
導
入
し
財
務

諸
表
の
活
用
を
図
る
こ
と
」
を
「
愛
知
県
第
五
次
行
革
大
綱
（
計
画
期
間
：
平
成
22
年
度
～
平
成
26
年

度
）
」
の
個
別
取
組
事
項
と
し
て
明
記
。

年
　
　
度

取
り

組
み
の
内

容
作

成
基

準

平
成
1
2
年

度
～

平
成
1
1
年

度
決

算
か
ら

、
「
普

通
会

計
バ

ラ
ン
ス

シ
ー
ト

」
を
作

成
・
公

表
総

務
省
（

旧
自

治
省

）
方

式

平
成
1
3
年

度
～

平
成
1
2
年

度
決

算
か
ら

、
上
記
に

加
え
、

「
普
通

会
計
行

政
コ
ス

ト
計
算
書

」
及
び

公
営
事

業
会
計

を
含
め

た
「
県

全
体

の
バ

ラ
ン
ス

シ
ー
ト

」
を
作

成
・
公

表

総
務

省
方

式

平
成
1
7
年

度
～

平
成
1
6
年

度
決

算
か
ら

、
上
記
に

加
え
、

第
三
セ

ク
タ
ー

ま
で
含

め
た
「
連

結
バ
ラ

ン
ス
シ

ー
ト
」

を
作
成

・
公
表

総
務

省
方

式

平
成
2
1
年

度
～

平
成
2
0
年

度
決

算
か
ら

、
普
通
会

計
、
県

全
体
、

連
結
ベ

ー
ス
で

の
財
務
書

類
４
表

（
「
貸

借
対
照

表
」
「

行
政
コ

ス
ト

計
算

書
」
「

純
資
産

変
動
計

算
書
」

「
資

金
収

支
計
算

書
」
）

を
作
成

・
公
表

総
務

省
方

式
改

訂
モ

デ
ル
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財
務
諸
表
か
ら
把
握
で
き
る
事
業
ご
と
の
ス
ト
ッ
ク
情
報
・
フ

ル
コ
ス
ト
情
報
を
、
行
政
評
価
や
予
算
編
成
に
活
用
し
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ

Ａ
サ
イ
ク
ル
を
機
能
さ
せ
る
仕
組
み
を
確
立
す
る
こ
と
で
、
行
財

政
の
効
率
化
や
持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
実
現
を
目
指
す
。

３
新
た
な
公
会
計
制
度
導
入
の
目
的

○
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ

の
活

用

現
行
の
官
庁
会
計
で
は
見
え
に
く
い
資
産
や
負
債
の
情
報
（
ス
ト
ッ
ク
情
報
）
や
、
減
価

償
却
費
な
ど
を
含
め
た
フ
ル
コ
ス
ト
情
報
を
、
よ
り
精
緻
に
把
握
し
、
分
か
り
や
す
く
開
示

す
る
こ
と
で
、
行
財
政
の
信
頼
性
・
透
明
性
を
高
め
、
住
民
や
議
会
に
対
す
る
説
明
責
任
の

充
実
を
図
る
。

○
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の

充
実

＜
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
サ

イ
ク

ル
＞

執
行

検
証
・
評
価

見
直
し

計
画

◎
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
（
説
明
責
任
）
の
充
実
と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の
活
用
を
図
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
、
平
成
25
年
度
か
ら
複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
に
よ
る
新
た
な
公
会
計
制
度
を
導
入
す
る
。

①
議
会
に
お
け
る
決
算
審
査
資
料
の
充
実

②
財
政
状
況
に
関
す
る
公
表
資
料
の
充
実

③
分
析
指
標
等
を
用
い
た
客
観
的
で
分
か
り
や
す
い
説
明

3

①
PD
CA
サ
イ
ク
ル
の
確
立

②
行
政
評
価
制
度
の
見
直
し

③
予
算
編
成
過
程
の
見
直
し

④
事
業
別
財
務
諸
表
の
作
成
・
活
用

⑤
資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
実
践

（
4頁

参
照

）

（
→

5
頁

～
1
0
頁

参
照

）
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(1
)
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
充
実

決
算
情
報
を
補
完
し
、
議
会
に
お
け
る
決
算
審
査
の
充
実
を
図
る
た
め
、
従
来
の
歳
入
歳

出
決
算
書
、
決
算
に
関
す
る
付
属
書
、
決
算
に
関
す
る
報
告
書
の
参
考
資
料
と
し
て
、
部
局

別
、
会
計
別
、
各
会
計
合
算
財
務
諸
表
を
活
用
し
、
公
的
説
明
責
任
の
充
実
を
図
る
。

県
の
財
政
状
況
に
関
す
る
公
表
資
料
を
充
実
さ
せ
、
県
民
や
投
資
家
な
ど
の
利
害
関
係
者

等
に
対
し
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
や
Ｉ
Ｒ
活
動
な
ど
を
通
じ
て
有
益
な
情
報
を
分
か
り

や
す
く
提
供
し
て
い
く
こ
と
で
、
説
明
責
任
の
充
実
を
図
る
。

財
務
情
報
に
基
づ
く
分
析
指
標
を
活
用
し
、
事
業
、
施
設
、
サ
ー
ビ
ス
毎
の
収
支
状
況
や

単
位
当
た
り
コ
ス
ト
な
ど
、
客
観
的
で
よ
り
分
か
り
や
す
い
説
明
を
行
う
こ
と
で
、
説
明
責

任
の
充
実
を
図
る
。

4

①
議

会
に
お
け
る
決

算
審

査
資

料
の

充
実

②
財

政
状

況
に
関

す
る
公

表
資

料
の

充
実

③
分
析
指
標
等
を
用
い
た
客
観
的
で
分
か
り
や
す
い
説
明
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（
連

結
）

（
県

全
体

）

課
室

長

部
局

長

担
当

職
員

（
現

場
）

知
事

財
務

諸
表

（
部

局
別

）

財
務

諸
表

を
活

用
し

た
「

検
証

・
評

価
」

財
務

諸
表

（
事

業
別

）

行
政

評
価

（
事

業
別

）

財
務

諸
表

を
活

用
し

た
行

政
評

価
の

結
果

を
予

算
編

成
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供

（
決

算
情

報
）

（
業

績
測

定
）

（
予

算
編

成
）

行
政

活
動

計
画

書
（

事
業

別
）

2
7
9
の

管
理

事
業

ご
と

に
作

成
・

公
表

行
政

評
価

の
結

果
を

反
映

し
た

「
事

業
見

直
し

」
「

目
標

設
定

」
「

予
算

編
成

」

責
任

と
権

限
の

所
在

ト
ッ
プ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

組
織

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

県
民

・議
会

（
各

会
計

合
算

）

財
務

諸
表

（
普

通
会

計
）

財
務

諸
表

（
会

計
別

）

(2
)
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の
活
用

～
公
会
計
と
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
プ
ロ
セ
ス
の
一
体
改
革
～

事 業 遂 行 の 責 任 と 権 限 の 所 在 を 明

確 化 し 、 マ ネ ジ メ ン ト 力 を 強 化

◎
財
務
諸
表
、
行
政
評
価
、
予
算
編
成
の
事
業
単
位
の
統
一
化

※
に
よ
り
、
「
責
任
と
権
限
の
所
在

を
明
確
化
」
し
、
財
務
諸
表
を
活
用
し
た
「
行
政
評
価
の
結
果
を
予
算
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
」
さ
せ

る
仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
で
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
機
能
さ
せ
、
自
治
体
経
営
の
強
化
を
図
る
。

5

①
P
D
C
A
サ

イ
ク
ル

の
確

立
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※
「

事
業

単
位

の
統

一
化

（
管

理
事

業
の

設
定

）
」

の
考

え
方

 
人

件
費

や
公
債
費

を
含

め
た

「
目
」

ご
と

の
事

業
費
を

適
切

に
把

握
す
る

こ
と

が
で

き
な
い
。

（
本

県
の

現
状
）

人
件

費
：

一
般
管
理

費
な

ど
の

特
定
の

「
目

」
に

職
員
給

与
等

を
一

括
計
上

公
債

費
：

公
債
管
理

特
別

会
計

を
設
け

、
地

方
債

を
総
合

的
に

管
理

 
一

つ
の

「
目
」
の

中
に

複
数

組
織
（

課
室

）
の

事
業
が

混
在

し
、

責
任
と

権
限

の
所

在
を
明

確
に

で
き

な
い
。 「
目

」
単

位
で

は
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
へ

の
活

用
が

困
難

財
務

諸
表

、
行

政
評

価
、

予
算

編
成

に
共

通
の

事
業

単
位

を
新

た
に

設
定

す
る

こ
と

に
よ

り
、

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
ツ

ー
ル

と
し

て
財

務
諸

表
を

有
効

に
機

能
さ

せ
る

。

○
現
行
の
款
項
目
節
予
算

 
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

適
し

た
事

業
単

位
（
管

理
事

業
）
を

新
た

に
設

定
解

決
策

6

財
務

諸
表

の
活
用

に
よ

り
、

組
織
の

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト
力

強
化

に
つ

な
げ
て

い
く

た
め

に
は
、
組

織
の

「
責
任

と
権

限
」

の
観
点
か

ら
マ

ネ
ジ

メ
ン
ト

に
適

し
た

単
位
で

財
務

諸
表

を
作
成

す
る

必
要

が
あ
る
が

、
現

行
の
地

方
自

治
法

に
基
づ
く

予
算

の
枠

組
み
（

款
項

目
節

予
算
）

は
、

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
の

基
礎

単
位
と
し

て
の

有
用
性

に
限

界
が

あ
る
。
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正
規
職
員
（
う
ち
地
方
機
関
分
）

(
4
3
人

)
（

4
3
人

）
（

4
3
人

）

嘱
託
員
（
う
ち
地
方
機
関
分
）

(
8
人

)
（

8
人

）
（

8
人

）

人
件
費
（
a）

事
業
費
（
b）

公
債
費
（
c
）

合
計
（
ａ
）
＋
（
ｂ
）
＋
（
ｃ
）

（
見

込
）

（
実

績
）

（
見

込
）

（
実

績
）

（
見

込
）

（
実

績
）

（
見

込
）

（
実

績
）

評 価

目
標
値

施
策
名

事
業
の
内
容

及
び
事
業
費

の
内
訳

○
○
○
○
○
の
た
め
、
○
○
○
○
を
行
う
。

１
　
○
○
○
○
費
　
6
6
0
,9
0
8
千
円
（光

熱
水
費
2
5
0
,5
7
7
千
円
、
○
○
料
2
3
,1
1
0
千
円
、
○
○
委
託
費
3
8
7
,2
2
1
千
円
）

２
　
○
○
○
○
費
　
1
1
7
,6
7
4
千
円
（○

○
開
催
費
7
7
,6
7
4
千
円
、
○
○
事
業
費
4
0
,0
0
0
千
円
）

３
　
○
○
○
○
費
　
3
6
4
,1
7
8
千
円
（○

○
費
3
4
0
,4
2
2
千
円
、
○
○
修
繕
費
2
3
,7
5
6
千
円
）

４
　
○
○
○
○
費
　
1
1
9
,9
6
1
千
円
（○

○
運
営
費
7
4
,9
7
6
千
円
、
○
○
運
営
費
4
4
,9
8
5
千
円
）

従
事
人
員

・
経
費
等

備
考

決
算

額
に
は
、
○

○
○

費
の
○

○
修

繕
費
(N
-
1
年

度
：
1
,2
0
0
千

円
、
N
-
2
年

度
：
1
,0
0
0
千

円
)を

含
む
。

○
○

○

○
○

○
○

○
○

○
○

外
部

要
因
等指 標 ／ 目 標 値 等

3
2
.0
%

1

目
標
年
度

指
標
（
指
標
に
よ
っ
て
は
算
式
／
解
説
）

5

実
績
値
・
見
込

最
終
目
標

区
分

3
4
1
,
3
8
5
千

円

予
算
額

決
算
額

N
年
度

N
-
2
年
度

N
-
1
年
度

N
-
1
年
度

3
6
6
,
0
0
0
千

円

4
7
人

（
4
3
人

）

根
拠
法
令
・

計
画
等

事
業
目
的

○
○

○
○

○
○

○
○

法
第

○
条

、
○

○
条

例
（

平
成

○
年

○
月

○
日

　
条

例
第

○
号

）

2
,
2
5
3
,7
9
4
千

円
2
,
2
0
1
,
8
3
3
千

円

4
7
人

6
1
4
,
1
1
2
千

円

1
,
2
7
3
,6
8
2
千

円

4
7
人

1
,
4
1
8
,
6
3
8
千

円

3
7
7
,
1
7
5
千

円

6
0
3
,
1
7
9
千

円

1
0
人

3
0
.0
%

経
費

5
9
9
,
6
0
5
千

円

2
,
2
1
1
,
3
8
7
千

円

3
2
5
,
0
0
0
千

円

5
6
5
,
4
9
0
千

円

2
,
3
9
8
,
9
9
2
千

円

収
入
の
う
ち
受
益
者
負
担
額

（
分
担
金
・
負
担
金
、
使
用
料
・
手
数
料
）

6
1
4
,
1
1
2
千

円

4
9
4
,
6
2
1
千

円
5
4
8
,
3
1
0
千

円

9
4
0
円
以
下

9
5
0
円
以
下

N
年
度

5
4
0
,
3
6
3
千

円

来
館
者
・
施
設
利
用
者
率

（
来
館
者
・
施
設
利
用
者
／
県
人
口
）

利
用
率

（利
用
日
数
／
利
用
可
能
日
数
）

利
用
者
一
人
あ
た
り
の
管
理
運
営
費

（経
常
費
用
／
利
用
者
数
）

N
-
1
年
度

N
-
1
年
度

最
終
目
標

2
1
.0
%

2
1
.0
%

○
○
年
度
　
2
0
％
以
下

2
0
％
以
下

2
1
％
以
下

43

N
年
度

N
-
1
年
度

受
益
者
負
担
率

（
（
分
担
金
・
負
担
金
＋
使
用
料
・
手
数

料
）
／
経
常
費
用
）

最
終
目
標

N
年
度

N
-
1
年
度

9
9
7
円

9
3
9
円

1
,
2
6
2
,
7
2
1
千

円

2

○
○
年
度
　
9
0
0
円
以
下

N
年
度

N
-
1
年
度

最
終
目
標

最
終
目
標

N
年
度

○
○

○
○

1
,
2
7
0
,
3
9
7
千

円

7
5
.0
%

7
9
.1
%

○
○
年
度
　
3
5
％
以
上

○
○
年
度
　
8
5
％
以
上

7
9
%
以
上

8
0
%
以
上

3
0
%
以
上

3
3
%
以
上

部
局
・
課
室
名

○
○

部
○

○
課

評
価
責
任
者

○
○

課
長

　
○

○
○

○

作
成
責
任
者

○
○

○
○

ﾀ
ﾞｲ
ﾔ
ﾙ
ｲ
ﾝ

政
策
名

○
○

○
○

平
成

N
年

度
　
事

業
評

価
調

書
（N

年
度

対
象

）

事
業
コ
ー
ド

0
0
0
0

事
業
名

○
○
○
事
業

従
事

人
員

1
0
人

1
0
人

（
8
人

）
1
0
人

4
7
人

《
改

正
案

》

○
評

価
単

位
の

見
直

し

事
務
事
業
評
価

の
単
位
（
1
,
5
3
5
事
業
(
H
2
4
)
）
を

、
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
に
適

し
た
管
理
事
業
の

単
位
（
2
7
9
事
業

）
に

見
直
し
。

○
財

務
諸

表
を
活

用
し
た
指

標
・目

標
値

の
設

定

効
率
性
等
の
指

標
や
目
標
値
の
設

定
に
、
財
務
諸
表

の
フ
ル
コ
ス
ト
情
報

を
活
用
。

○
信

頼
性

・透
明

性
の

確
保

事
業
の
ス
ト
ッ

ク
・
コ
ス
ト
情
報

を
可
視
化
し
、
行

政
評
価
の
透
明
性
や

客
観
性
を
確
保
。

○
事

務
の

効
率

化

行
政
評
価
調
書

の
作
成
を
シ
ス
テ

ム
化
す
る
こ
と
に

よ
り
事
務
を
効
率
化
。

「
調
書
作
成
」
に
係
る
労
力
を
事

業
の
「
検
証
・
見

直
し
」
に
シ
フ
ト

②
行

政
評

価
制

度
の

見
直

し

7
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○
行

政
評

価
と
予

算
編

成
の

事
業

単
位

の
統

一
行
政
評
価
の
結

果
を
予
算
編
成
に

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

で
き
る
よ
う
、
予
算

編
成
の
事
業
体
系

に
行
政
評
価
や
財

務
諸
表
の
作
成
単
位

と
同
一
の
管
理
事

業
を
追
加
。

○
事

業
ご
と
の

人
件

費
・公

債
費

の
適

切
な

把
握

財
務
諸
表
（
決

算
）
と
予
算
の
比

較
分
析
が
行
え
る

よ
う
、
人
件
費
や
公

債
費
に
つ
い
て
も

、
予
算
編
成
の
段

階
か
ら
管
理
事
業
ご

と
に
適
切
に
金
額

を
把
握
。

○
予

算
と
決

算
の

対
応

関
係

の
明

確
化

予
算
に
関
す
る

説
明
書
（
議
会
参

考
資
料
）
の
事
業

費
を
管
理
事
業
単
位

で
表
示
し
、
財
務

諸
表
（
決
算
情
報

）
と
の
対
応
関
係
を

明
確
化
。

③
予

算
編

成
過

程
の

見
直

し

8

正
規
職
員
（
う
ち
地
方
機
関
分
）

(
4
3
人

)
（

4
3
人

）
（

4
3
人

）

嘱
託
員
（
う
ち
地
方
機
関
分
）

(
8
人

)
（

8
人

）
（

8
人

）

人
件
費
（
a）

事
業
費
（
b）

公
債
費
（
c
）

合
計
（
ａ
）
＋
（
ｂ
）
＋
（
ｃ
）

（
見
込
）

（
見
込
）

（
見
込
）

（
見
込
）

決
算

額
に
は
、
○

○
○

管
理

事
業

費
の
○

○
修

繕
費
(N
年

度
：
8
0
0
千

円
、
N
-
1
年

度
：
1
,2
0
0
千

円
)を

含
む
。

○
○

○

N
+
1
年
度

3
3
%
以
上

目
標
値6
1
4
,
1
1
2
千

円

2
,
1
4
4
,
4
4
2
千

円

5
5
0
,
0
0
0
千

円

備
考 2

利
用
率

（
利
用
日
数
／
利
用
可
能
日
数
）

3
利
用
者
一
人
あ
た
り
の
管
理
運
営
費

（
経
常
費
用
／
利
用
者
数
）

○
○
○
の
た
め
、
○
○
○
を
行
う
。

１
　
○
○
○
○
費
　
6
6
0
,6
8
0
千
円
（
光
熱
水
費
2
5
0
,5
7
7
千
円
、
○
○
料
2
2
,8
8
2
千
円
、
○
○
委
託
費
3
8
7
,2
2
1
千
円
）

２
　
○
○
○
○
費
　
9
0
,5
0
5
千
円
（
○
○
事
業
9
0
,5
0
5
千
円
）

３
　
○
○
○
○
費
　
3
7
2
,5
6
3
千
円
（
○
○
費
3
4
7
,9
8
8
千
円
、
○
○
修
繕
費
2
4
,5
7
5
千
円
）

４
　
○
○
○
○
費
　
1
1
5
,2
2
0
千
円
（
○
○
運
営
費
7
3
,2
2
2
千
円
、
○
○
運
営
費
4
1
,9
9
8
千
円
）

実
績
値
・
見
込

　
○
○
年
度
　
3
5
％
以
上

8
0
%
以
上

3
3
%
以
上

N
年
度

従
事
人
員

・
経
費
等

1
,
2
3
8
,
9
6
8
千

円

6
1
4
,
1
1
2
千

円

1
,
2
6
2
,
7
2
1
千

円
1
,
2
7
0
,
3
9
7
千

円

区
分

施
策
名

平
成

N
+
1
年

度
　
事

業
別

行
政

活
動

計
画

書

事
業
コ
ー
ド

0
0
0
0

事
業
名

○
○
○
事
業
費

2
,
2
0
1
,
8
3
3
千

円

根
拠
法
令
・

計
画
等

○
○

法
第

○
条

、
○

○
条

例
（

平
成

○
年

○
月

○
日

　
条

例
第

○
号

）

評
価
責
任
者

政
策
名

○
○

○
○

作
成
責
任
者

○
○

○
○

ﾀ
ﾞｲ
ﾔ
ﾙ
ｲ
ﾝ

○
○

○
○

N
+
1
年
度

予
算
額

5
4
8
,
3
10
千

円

受
益
者
負
担
率

（（
分
担
金
・
負
担
金
＋
使
用
料
・
手
数

料
）／

経
常
費
用
）

N
年
度

2
0
％
以
下

3
2
0
,
0
0
0
千

円

決
算
額
（
C
/
F
)

N
+
1
年
度
（
見
積
額
）

N
-
1
年
度

41
来
館
者
・
施
設
利
用
者
率

（来
館
者
・
施
設
利
用
者
／
県
人
口
）

N
+
1
年
度

2
0
％
以
下

○
○

部
○

○
課

5

N
年
度

9
4
0
円
以
下

最
終
目
標

○
○
年
度
　
2
0
％
以
下

9
9
7
円

2
1
.0
%

最
終
目
標

事
業
の
評
価
を

踏
ま
え
た
予
算

要
求
の
考
え
方

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

N
年
度
（
現
計
）

収
入
の
う
ち
受
益
者
負
担
額

（
分
担
金
・
負
担
金
、
使
用
料
・
手
数
料
）

3
2
5
,
0
00
千

円

事
業
目
的

○
○

○
○

○
○

大
項
目

中
項
目

小
項
目

○
○

○

N
年
度
（
見
込
）

4
7
人

（
4
3
人

）
4
7
人

5
5
0
,
0
0
0
千

円

4
7
人

2
,
2
1
1
,
3
8
7
千

円
2
,
1
7
3
,
0
8
0
千

円

5
4
0
,
3
6
3
千

円

3
4
1
,
3
8
5
千

円
3
2
5
,
0
0
0
千

円

事
業
計
画
の
内

容
及
び
事
業
費

の
内
訳

最
終
目
標

○
○
年
度
　
9
0
0
円
以
下

N
+
1
年
度

9
4
0
円
以
下

指 標 ／ 目 標 値 等

目
標
年
度

指
標
（
指
標
に
よ
っ
て
は
算
式
／
解
説
）

N
年
度

最
終
目
標

部
局
・
課
室
名

○
○

課
長

　
○

○
○

○

7
5
.0
%

N
年
度

3
0
.0
%

最
終
目
標

○
○
年
度
　
8
5
％
以
上

N
+
1
年
度

8
0
%
以
上

1
0
人

経
費

従
事

人
員

4
7
人

1
0
人

1
0
人

（
8
人

）
1
0
人

1
,
2
0
5
,
3
3
0
千

円

6
1
4
,
1
12
千

円
5
9
9
,
6
0
5
千

円

《
改

正
案

》
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【
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

計
算

書
（
C

/
F
)】

（
決

算
）

N
-
1
年

度
N

-
2
年

度
N

-
3
年

度

実
績

実
績

差
額

前
年

比
実

績

行
政

サ
ー

ビ
ス

活
動

収
支

差
額

 a
-
8
7
2
,0

5
4

-
1
,2

8
4
,6

5
2

4
1
2,

5
9
8

6
7
.8

8
%

-
1
,1

5
3
,9

4
7

行
政

収
入

5
4
1
,5

2
8

5
6
7
,4

4
0

-
2
5
,9

1
2

9
5
.4

3
%

5
6
0
,9

2
5

行
政

支
出

1
,4

4
7
,9

8
2

1
,8

8
1
,5

8
7

-
4
3
3
,6

0
5

7
6
.9

6
%

1
,7

7
0
,1

7
2

(う
ち

給
与

関
係

費
支

出
)

(3
4
1
,3

8
5
)

(3
7
7
,1

7
5
)

(-
3
5
,7

90
) 

(9
0
.5

1
%
)

(4
0
3
,9

6
5
)

(う
ち

公
債

特
会

繰
出

金
支

出
(地

方
債

利
子

等
))

(1
0
6
,2

0
0
)

(1
0
9
,7

7
4
)

(-
3
,5

74
) 

(9
6
.7

4
%
)

(1
1
2
,7

13
)

特
別

収
入

3
4
,4

0
0

2
9
,4

9
5

4
,9

0
5

1
1
6
.6

3
%

5
5
,3

0
0

特
別

支
出

0
0

0
0
.0

0
%

0

投
資

活
動

収
支

差
額

 b
-
2
6
3
,9

3
8

-
1
7
,9

2
8

-
2
4
6
,0

1
0

1
4
7
2
.2

1
%

6
,0

7
2

投
資

活
動

収
入

6
,0

6
2

6
,0

7
2

-
1
0

9
9
.8

4
%

6
,0

7
2

投
資

活
動

支
出

2
7
0
,0

0
0

2
4
,0

0
0

2
4
6
,0

0
0

1
1
2
5
.0

0
%

0

（う
ち

建
物

・
工

作
物

等
取

得
支

出
）

(0
)

(0
) 

(0
)

(0
.0

0
%
)

(0
)

(う
ち

公
債

特
会

繰
出

金
支

出
(地

方
債

償
還

金
))

(0
)

(0
) 

(0
)

(0
.0

0
%
)

(0
)

財
務

活
動

収
支

差
額

 c
-
4
9
3
,4

0
5

-
4
9
3
,4

0
5

0
1
0
0
.0

0
%

-
4
9
3
,4

0
5

財
務

活
動

収
入

0
0

0
0
.0

0
%

0

財
務

活
動

支
出

4
9
3
,4

0
5

4
9
3
,4

0
5

0
1
0
0
.0

0
%

4
9
3
,4

0
5

(う
ち

公
債

特
会

繰
出

金
支

出
(地

方
債

償
還

金
))

(4
9
3
,4

0
5
)

(4
9
3
,4

0
5
)

(0
)

(1
0
0
.0

0
%
)

(4
9
3
,4

0
5
)

当
期

現
金

預
金

増
減

額
 a

+
b
+
c

-
1
,6

2
9
,3

9
7

-
1
,7

9
5
,9

8
5

1
6
6
,5

8
8

9
0
.7

2
%

-
1
,6

4
1
,2

8
0

一
般

財
源

等
配

分
調

整
額

1
,6

2
9
,3

9
7

1
,7

9
5
,9

8
5

-
1
6
6
,5

8
8

9
0
.7

2
%

1
,6

4
1
,2

8
0

【
純

資
産

変
動

計
算

書
（
Ｎ

Ｗ
Ｍ

）
】
（
決

算
）

【
分

析
指

標
】

  
  

  
 （

単
位

：
千

円
）

増
　

減
科

　
　

　
目

ポ
イ

ン
ト

④
：
事

業
に

充
当

さ
れ

た
一

般
財

源
等

の
額

を
把

握
（
退

職
手

当
や

地
方

債
償

還
等

へ
の

充
当

分
を

含
む

）

ポ
イ

ン
ト

⑤
：
分

析
指

標
に

よ
り

経
年

変
化

の
把

握
・
分

析
・
目

標
設

定
が

可
能

有
価

証
券

評
価

差
額

金
立

竹
木

評
価

差
額

金

当
期

首
残

高
4
8
,4

6
6
,4

5
4

0
3
,4

3
7
,2

6
5

-
4
,6

8
6
,4

9
4

0
0

4
7
,2

1
7
,2

2
5

当
期

変
動

額
0

0
1
,6

2
9
,3

9
7

-
1
,9

9
3
,4

6
1

0
0

-
3
6
4
,0

6
4

当
期

末
残

高
4
8
,4

6
6
,4

5
4

0
5
,0

6
6
,6

6
2

-
6
,6

7
9
,9

5
5

0
0

4
6
,8

5
3
,1

6
1

剰
余

金
評

価
差

額
金

合
計

区
分

開
始

残
高

内
部

取
引

一
般

財
源

等
配

分
調

整
額

N
-
1
年

度
N
-
2
年

度
増

　
減

N
-
3
年

度

人
件

費
比

率
1
3
.7
0
%

1
2
.8
9
%

0
.8
1
%

1
4
.4
2
%

P
L
人

件
費

／
P
L経

常
費
用

物
件

費
比

率
8
1
.5
0
%

8
0
.5
4
%

0
.9
7
%

8
1
.1
0
%

P
L
物

件
費

／
P
L経

常
費
用

単
位

当
た
り
コ
ス
ト

1
2
,0
0
0
円

1
2
,5
0
0
円

-
5
0
0
円

1
3
,0
0
0
円

P
L
経

常
費

用
／
利

用
者
数

施
設

維
持

修
繕

費
比

率
0
.0
4
%

0
.2
6
%

-
0
.2
2
%

0
.1
1
%

P
L
施

設
維

持
修
繕

費
／

(B
S
建

物
・
工
作

物
等
＋

B
S
建
物

・工
作

物
等

減
累

額
)

受
益

者
負

担
率

2
1
.0
3
%

1
8
.8
4
%

2
.2
0
%

1
9
.3
1
%

(P
L
分

担
金
及

び
負
担

金
＋
P
L
使

用
料
及

び
手
数

料
)／

P
L
経

常
費
用

施
設

改
修

更
新

率
0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

0
.0
0
%

C
F
建

物
・
工
作

物
等
取

得
支
出

／
(B
S
建

物
・
工
作

物
等
＋

B
S
建

物
・工

作
物
等

減
累

額
)

施
設

老
朽

化
比

率
4
3
.3
9
%

4
1
.6
1
%

1
.7
8
%

3
9
.6
5
%

B
S
建

物
・工

作
物

等
減
価

償
却
累

計
額
／

(B
S
建
物

・工
作

物
等

＋
B
S
建
物

・工
作

物
等

減
累

額
)

純
資

産
比

率
8
7
.9
1
%

8
7
.1
9
%

0
.7
2
%

8
6
.4
2
%

B
S
純

資
産
合

計
／
B
S
資
産

合
計

1
8
.3
1
%

1
9
.3
0
%

-
0
.9
8
%

2
0
.0
9
%

B
S
地

方
債
（
流
動

＋
固
定

）／
B
S
有

形
固
定

資
産

C
/
F

一
般

財
源

充
当

率
7
3
.6
8
%

7
4
.8
6
%

-
1
.1
8
%

7
2
.5
1
%

C
F
一

般
財

源
等
配

分
調
整

額
／

C
F
支
出

合
計

※
各

項
目

を
原

則
四

捨
五

入
し

て
表

示
し

て
い

る
た

め
、

内
訳

と
合

計
が

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

分
析

指
標

算
　
式

B
/
S

P
/
L

社
会

資
本

形
成

将
来

世
代

負
担

比
率

※
「
減

累
額

」
は

「
減

価
償

却
累

計
額

」
を

短
縮

表
記

ス
ト

ッ
ク

比
較

（
平

成
N

年
3
月

3
1
日

現
在

）

0

1
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0
,0

0
0

H
2
2
年

度

千
円

コ
ス

ト
比

較
（
平

成
N

-
1
年

度
）

0

5
0
0
,0

0
0

1
,0

0
0
,0

0
0

1
,5

0
0
,0

0
0

2
,0

0
0
,0

0
0

2
,5

0
0
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

H
2
2
年

度

千
円

特
別

費
用

  
　

　
3
1

事
業

用
・

イ
ン

フ
ラ

資
産

3
2
,4

9
3
,8

2
3

投
資

そ
の

他

1
1
,2

0
9
,4

7
6

固
定

負
債

流
動

負
債

4
9
3
,4

0
5

資
産

　
　

　
　

　
　

　
負

債

人
件

費
3
5
2
,0

4
2

物
件

費

2
,0

9
4
,0

8
0

使
用

料
・
手

数
料

1
7
,0

3
6

1
0
6
,2

0
0

5
4
0
,3

6
3

そ
の

他
経

常
費

用

移
転

的
経

費

そ
の

他
経

常
収

益
1
,1

6
5

費
用

　
　

　
　

　
　

　
収

益

5
,9

5
0
,6

3
5

特
別

収
益

　
3
4
,4

0
0

物
品

9
,5

9
3
,9

0
2

◆
管

理
事

業
毎

の
財

務
諸

表
、

予
算

、
分

析
指

標
の

過
去

３
年

の
推

移
の

一
覧

を
シ

ス
テ

ム
で

自
動

作
成

事
業

の
特

徴
や

傾
向

を
把

握
し

や
す

く
し

、
財

務
情

報
の

活
用

性
を

高
め

る
。

④
事

業
別

財
務

諸
表

の
作

成
・
活

用

9

グ
ラ

フ
化

指
標

の
値

も
自

動
入

力

平
成

N
-
1
年

度
決

算
事

業
別

財
務

情
報

（
単

位
：
千

円
）

【
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
（
P

/
L

）
】
（
決

算
）

（
単

位
：
千

円
）

実
績

構
成

比
実

績
構

成
比

差
額

前
年

比
実

績
構

成
比

経
常

収
益

 a
5
4
1
,5

2
8

1
0
0
.0

0
%

5
6
7
,4

4
0

1
0
0
.0

0
%

-
2
5
,9

1
2

9
5
.4

%
5
6
0
,9

2
5

1
0
0
.0

0
%

分
担

金
及

び
負

担
金

0
0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

使
用

料
及

び
手

数
料

5
4
0
,3

6
3

9
9
.7

8
%

5
6
5
,4

9
0

9
9
.6

6
%

-
2
5
,1

2
7

9
5
.5

6
%

5
5
8
,9

7
5

9
9
.6

5
%

国
庫

支
出

金
0

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

そ
の

他
1
,1

6
5

0
.2

2
%

1
,9

5
0

0
.3

4
%

-
7
8
5

5
9
.7

4
%

1
,9

5
0

0
.3

5
%

経
常

費
用

 b
2
,5

6
9
,3

5
8

1
0
0
.0

0
%

3
,0

0
2
,1

8
9

1
0
0
.0

0
%

-
4
3
2
,8

3
1

8
5
.5

8
%

2
,8

9
4
,2

7
4

1
0
0
.0

0
%

人
件

費
3
5
2
,0

4
2

1
3
.7

0
%

3
8
7
,0

5
8

1
2
.8

9
%

-
3
5
,0

1
6

9
0
.9

5
%

4
1
7
,3

4
8

1
4
.4

2
%

給
与

関
係

費
3
0
8
,3

8
5

1
2
.0

0
%

3
3
9
,0

5
8

1
1
.2

9
%

-
3
0
,6

7
3

9
0
.9

5
%

3
6
5
,8

4
8

1
2
.6

4
%

賞
与

引
当

金
繰

入
額

2
5
,5

1
4

0
.9

9
%

2
8
,0

0
0

0
.9

3
%

-
2
,4

8
6

9
1
.1

2
%

3
0
,5

0
0

1
.0

5
%

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
額

1
8
,1

4
3

0
.7

1
%

2
0
,0

0
0

0
.6

7
%

-
1
,8

5
7

9
0
.7

2
%

2
1
,0

0
0

0
.7

3
%

物
件

費
2
,0

9
4
,0

8
0

8
1
.5

0
%

2
,4

1
7
,8

4
5

8
0
.5

4
%

-
3
2
3
,7

6
5

8
6
.6

1
%

2
,3

4
7
,1

7
7

8
1
.1

0
%

物
件

費
9
6
1
,3

6
4

3
7
.4

2
%

1
,1

5
9
,2

7
0

3
8
.6

1
%

-
1
9
7
,9

0
6

8
2
.9

3
%

1
,1

7
3
,3

0
4

4
0
.5

4
%

修
繕

費
2
1
,9

9
7

0
.8

6
%

1
4
7
,8

5
6

4
.9

2
%

-
1
2
5
,8

5
9

1
4
.8

8
%

6
3
,1

5
4

2
.1

8
%

（
う

ち
施

設
維

持
修

繕
費

）
(2

1
,9

9
7
) 

(0
.8

6
%
)

(1
4
7
,8

5
6
) 

(4
.9

2
%
)

(-
1
2
5
,8

5
9
) 

(1
4
.8

8
%
)

(6
3
,1

5
4
) 

(2
.1

8
%
)

減
価

償
却

費
1
,1

1
0
,7

1
9

4
3
.2

3
%

1
,1

1
0
,7

1
9

3
7
.0

0
%

0
1
0
0
.0

0
%

1
,1

1
0
,7

1
9

3
8
.3

8
%

移
転

的
経

費
1
7
,0

3
6

0
.6

6
%

8
7
,5

1
2

2
.9

1
%

-
7
0
,4

7
6

1
9
.4

7
%

1
7
,0

3
6

0
.5

9
%

社
会

保
障

給
付

費
0

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

補
助

金
等

1
7
,0

3
6

0
.6

6
%

1
7
,0

3
6

0
.5

7
%

0
1
0
0
.0

0
%

1
7
,0

3
6

0
.5

9
%

施
設

整
備

補
助

金
等

0
0
.0

0
%

7
0
,4

7
6

2
.3

5
%

-
7
0
,4

7
6

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

他
会

計
等

へ
の

繰
出

金
0

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

そ
の

他
経

費
1
0
6
,2

0
0

4
.1

3
%

1
0
9
,7

7
4

3
.6

6
%

-
3
,5

7
4

9
6
.7

4
%

1
1
2
,7

1
3

3
.8

9
%

公
債

特
会

繰
出

金
(地

方
債

利
子

等
)

1
0
6
,2

0
0

4
.1

3
%

1
0
9
,7

7
4

3
.6

6
%

-
3
,5

7
4

9
6
.7

4
%

1
1
2
,7

1
3

3
.8

9
%

そ
の

他
0

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

特
別

収
益

 c
3
4
,4

0
0

－
2
9
,4

9
5

－
4
,9

0
5

1
1
6
.6

3
%

5
5
,3

0
0

－

特
別

費
用

 d
3
1

－
2
5

－
6

1
2
4
.0

0
%

3
,1

6
6

－

当
期

収
支

差
額

 a
-
b
+
c
-
d

-
1
,9

9
3
,4

6
1

－
-
2
,4

0
5
,2

7
9

－
4
1
1
,8

1
8

8
2
.8

8
%

-
2
,2

8
1
,2

1
5

－

【
貸

借
対

照
表

（
B

/
S

）
】
（
決

算
）

（
単

位
：
千

円
）

実
績

構
成

比
実

績
構

成
比

差
額

前
年

比
実

績
構

成
比

流
動

資
産

 a
0

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

固
定

資
産

 b
5
3
,2

9
7
,2

0
1

1
0
0
.0

0
%

5
4
,1

5
7
,2

8
5

1
0
0
.0

0
%

-
8
6
0
,0

8
4

9
8
.4

1
%

5
5
,2

8
0
,4

2
6

1
0
0
.0

0
%

事
業

用
資

産
・
イ

ン
フ

ラ
資

産
3
2
,4

9
3
,8

2
3

6
0
.9

7
%

3
3
,3

9
2
,6

7
1

6
1
.6

6
%

-
8
9
8
,8

4
8

1
0
4
.5

1
%

3
4
,5

4
0
,8

7
9

6
2
.4

8
%

有
形

固
定

資
産

3
2
,4

9
3
,8

2
3

6
0
.9

7
%

3
3
,3

9
2
,6

7
1

6
1
.6

6
%

-
8
9
8
,8

4
8

9
7
.3

1
%

3
4
,5

4
0
,8

7
9

6
2
.4

8
%

土
地

0
0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

建
物

・
工

作
物

等
3
2
,4

9
3
,8

2
3

6
0
.9

7
%

3
3
,3

9
2
,6

7
1

6
1
.6

6
%

-
8
9
8
,8

4
8

9
7
.3

1
%

3
4
,5

4
0
,8

7
9

6
2
.4

8
%

（
減

価
償

却
累

計
額

）
(2

4
,9

1
0
,1

0
5
) 

－
(2

3
,7

9
9
,3

8
6
) 

－
(1

,1
1
0
,7

1
9
) 

(1
0
4
.6

7
%
)

(2
2
,6

8
8
,6

6
7
) 

－

建
設

仮
勘

定
0

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

無
形

固
定

資
産

0
0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

物
品

9
,5

9
3
,9

0
2

1
8
.0

0
%

9
,5

6
1
,9

0
9

1
7
.6

6
%

3
1
,9

9
3

1
0
0
.3

3
%

9
,5

3
6
,8

4
2

1
7
.2

5
%

投
資

そ
の

他
の

資
産

1
1
,2

0
9
,4

7
6

2
1
.0

3
%

1
1
,2

0
2
,7

0
5

2
0
.6

9
%

6
,7

7
1

1
0
0
.0

6
%

1
1
,2

0
2
,7

0
5

2
0
.2

7
%

資
産

合
計

 a
+
b

5
3
,2

9
7
,2

0
1

1
0
0
.0

0
%

5
4
,1

5
7
,2

8
5

1
0
0
.0

0
%

-
8
6
0
,0

8
4

9
8
.4

1
%

5
5
,2

8
0
,4

2
6

1
0
0
.0

0
%

流
動

負
債

 c
4
9
3
,4

0
5

7
.6

6
%

4
9
3
,4

0
5

7
.1

1
%

0
1
0
0
.0

0
%

4
9
3
,4

0
5

6
.5

7
%

一
年

以
内

償
還

予
定

地
方

債
4
9
3
,4

0
5

7
.6

6
%

4
9
3
,4

0
5

7
.1

1
%

0
1
0
0
.0

0
%

4
9
3
,4

0
5

6
.5

7
%

そ
の

他
流

動
負

債
0

0
.0

0
%

0
0
.0

0
%

0
0
.0

%
0

0
.0

0
%

固
定

負
債

 d
5
,9

5
0
,6

3
5

9
2
.3

4
%

6
,4

4
6
,6

5
5

9
2
.8

9
%

-
4
9
6
,0

2
0

9
2
.3

1
%

7
,0

1
5
,6

8
3

9
3
.4

3
%

地
方

債
5
,4

5
7
,6

3
5

8
4
.6

9
%

5
,9

5
1
,0

4
0

8
5
.7

5
%

-
4
9
3
,4

0
5

9
1
.7

1
%

6
,4

4
4
,4

4
5

8
5
.8

2
%

そ
の

他
固

定
負

債
4
9
3
,0

0
0

7
.6

5
%

4
9
5
,6

1
5

7
.1

4
%

-
2
,6

1
5

9
9
.4

7
%

5
7
1
,2

3
8

7
.6

1
%

負
債

合
計

 c
+
d

6
,4

4
4
,0

4
0

1
0
0
.0

0
%

6
,9

4
0
,0

6
0

1
0
0
.0

0
%

-
4
9
6
,0

2
0

9
2
.8

5
%

7
,5

0
9
,0

8
8

1
0
0
.0

0
%

純
資

産
合

計
4
6
,8

5
3
,1

6
1

1
0
0
.0

0
%

4
7
,2

1
7
,2

2
5

1
0
0
.0

0
%

-
3
6
4
,0

6
4

9
9
.2

3
%

4
7
,7

7
1
,3

3
8

1
0
0
.0

0
%

負
債

及
び

純
資

産
合

計
5
3
,2

9
7
,2

0
1

1
0
0
.0

0
%

5
4
,1

5
7
,2

8
5

1
0
0
.0

0
%

-
8
6
0
,0

8
4

9
8
.4

1
%

5
5
,2

8
0
,4

2
6

1
0
0
.0

0
%

N
-
3
年

度

N
-
3
年

度
増

　
減

科
　

　
　

目

科
　

　
　

目
N

-
1
年

度
N

-
2
年

度

N
-
1
年

度
N

-
2
年

度
増

　
減

ポ
イ

ン
ト

②
：
事

業
の

フ
ル

コ
ス

ト
を

把
握

ポ
イ

ン
ト

③
：
施

設
の

取
得

に
際

し
発

行
し

た
地

方
債

の
残

高
や

退
職

手
当

引
当

金
を

始
め

、
ス

ト
ッ

ク
情

報
を

網
羅

的
に

把
握

固
定

資
産

売
却

益
（
損

）、
災

害
復

旧
費

な
ど

退
職

手
当

引
当

金
な

ど

未
収

金
な

ど

所
属

名
○

○
部

　
○

○
課

ｂ
う

ち
人

件
費

ｃ
人

件
費

ｄ
公

債
費

N
年

度
1,

37
7,

72
1

11
5,

00
0

21
0,

00
0

61
4,

11
2

2,
08

6,
83

3
54

8,
31

0
1,

00
0

2,
00

0
82

6,
41

1

前
年

比
99

.1
4%

99
.1

4%
84

.0
0%

10
0.

00
%

97
.6

2%
11

0.
85

%
91

.0
7%

10
0.

00
%

92
.6

5%

N
-
1
年

度
1,

38
9,

68
2

11
6,

00
0

25
0,

00
0

61
4,

11
2

2,
13

7,
79

4
49

4,
62

1
1,

09
8

2,
00

0
89

1,
96

3

N
-
2
年

度
1,

55
3,

69
1

11
7,

00
0

24
6,

00
0

61
4,

11
2

2,
29

6,
80

3
50

0,
00

0
1,

00
0

2,
00

0
1,

05
0,

69
1

県
　

　
債

そ
の

他
区

　
分

一
般

財
源

予
算

額
（
現

計
）

事
業

費
の

財
源

内
訳

使
用

料
手

数
料

国
庫

支
出

金
a事

業
費

分
担

金
負

担
金

配
賦

経
費

合
　

　
計

a-
ｂ
+ｃ

+ｄ

管
理

事
業

名
○

○
○

○
事

業

ポ
イ

ン
ト

①
：給

与
や

退
職

手
当

、
地

方
債

償
還

元
金

・
利

息
を

含
め

た
事

業
費

の
総

額
を

表
示

事
業

費
の

総
額

ベ
ー

ス
で

予
算

・決
算

の
対

比
が

可
能
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⑤
資

産
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

実
践

◎
新

た
な

公
会
計

制
度

の
導

入
を
機

に
、

金
額

情
報
を

付
加

し
た

固
定
資

産
台

帳
の

整
備
を

行
い

、
庁

舎
、
学

校
等

の
建

物
だ
け
で

は
な

く
、

道
路
、

河
川

な
ど

も
数
量

や
金

額
情

報
を
持

っ
た

資
産

と
し
て

一
元

的
に

管
理
す

る
。

10

 
減

価
償

却
累

計
額

や
修

繕
費

な
ど

の
財

務
情

報
や

、
固

定
資

産
台

帳
の

情
報

を
有

効
に

活
用

し
、

資
産

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
実

践
に

取
り

組
ん

で
い

く
。

○
類

似
施

設
と

の
コ

ス
ト

比
較
や

経
年

比
較

な
ど

に
よ

る
維

持
管

理
費
の

効
率

化
・

適
正

化

○
施

設
の

老
朽

化
比

率
や

修
繕
費

比
率

等
の

情
報

に
基

づ
く

効
率

的
・
効

果
的

な
予

防
保

全
策

の
実

施

○
減

価
償

却
累

計
額

か
ら

将
来

の
更

新
需

要
見
込

額
を

把
握

し
、

施
設

の
更

新
時
期

を
平

準
化

○
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

コ
ス

ト
を

見
据

え
た

中
長
期

計
画

の
策

定

○
中

長
期

的
な

フ
ル

コ
ス

ト
等

を
見

据
え

た
施
設

利
用

の
最

適
化

に
向

け
た

検
討
・

調
整

○
売

却
・

貸
付

の
適

地
の

掘
り
起

こ
し

○
県

有
地

の
有

効
利

活
用

策
の
検

討

施
設

管
理

の
効

率
化

・
適

正
化

中
長

期
的

な
施

設
計

画

施
設

利
用

の
最

適
化

県
有

地
の

有
効

利
活

用

「
財
務

諸
表
」
や

「
資
産

管
理
シ
ス

テ
ム
」

か
ら
新
た

に
得
ら

れ
る
情
報

・
施

設
管

理
の

フ
ル

コ
ス

ト
（
維

持
管

理
費

）
・
施

設
の

修
繕

費
や

修
繕

費
比

率
・
減

価
償

却
累

計
額

や
施

設
老

朽
化

比
率

・
施

設
改

修
更

新
比

率
・
全

て
の

資
産

（
土

地
・

建
物

等
）の

価
額

情
報

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

な
ど

活
用

活
用

活
用

活
用

- 25 -



４
愛
知
県
の
新
た
な
公
会
計
制
度
の
特
徴

◎
総
務
省
の
新
公
会
計
モ
デ
ル
（
基
準
モ
デ
ル
・
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
）
や
東
京
都
・
大
阪
府

の
独
自
方
式
な
ど
、
複
数
の
会
計
制
度
が
存
在
す
る
が
、
財
務
諸
表
の
分
か
り
や
す
さ
、
信
頼
性
及

び
検
証
可
能
性
、
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の
活
用
性
の
観
点
か
ら
、
民
間
の
企
業
会
計
に
近
い
東
京
都
や

大
阪
府
の
会
計
制
度
を
参
考
と
し
て
独
自
の
会
計
制
度
を
策
定
す
る
。

効
率
的
・
効
果
的
に
事
業
を
遂
行
し
、
そ
の
結
果
に
つ
い
て
の
説
明
責
任
を
果
た
す
た
め
の
ツ

ー
ル
と
し
て
、
事
業
別
財
務
諸
表
を
作
成
す
る
。

企
業
会
計
の
考
え
方
を
基
本
と
す
る
が
、
利
益
の
追
求
が
目
的
で
は
な
い
公
会
計
の
特
質
に
配

慮
し
た
分
か
り
や
す
い
表
示
科
目
と
す
る
。

資
産
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
お
け
る
資
産
情
報
の
活
用
性
を
重
視
し
、
企
業
会
計
の
考
え
方
を
参
考

と
し
た
固
定
資
産
の
計
上
基
準
を
定
め
、
日
々
の
取
引
ご
と
に
適
切
に
資
産
計
上
を
行
う
。

○
分

か
り
や

す
い
財

務
諸

表

○
事

業
別

財
務

諸
表

の
作

成

○
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ

の
活

用
性

を
重

視
し
た
固

定
資

産
計

上
ル

ー
ル

11
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(1
)
分
か
り
や
す
い
財
務
諸
表

～
財
務
諸
表
の
構
成
～

◎
財

務
諸

表
は

、
貸

借
対

照
表

、
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
、

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書

、
純

資
産

変
動

計
算

書
、

注
記

及
び

附
属

明
細

表
で

構
成

す
る

。

12

1
経

常
収

益
1

行
政

サ
ー
ビ
ス

活
動

[資
産

の
部

]
[負

債
の

部
]

(1
)

地
方
税

(1
)
行
政

収
入

１
流

動
資

産
１

流
動

負
債

(2
)

地
方
消

費
税
清

算
金

ア
地

方
税
収

入
(1
)
現

金
預

金
(1
)
一

年
以

内
償

還
予
定

地
方
債

(3
)

地
方
譲

与
税

イ
地

方
消
費

税
清

算
金
収

入
(2
)
未

収
金

(2
)
一

年
以

内
償

還
予
定

長
期
借

入
金

(4
)

地
方
特

例
交
付

金
ウ

地
方

譲
与

税
収

入
(3
)
不

納
欠

損
引
当

金
(3
)
短

期
借

入
金

(5
)

地
方
交

付
税

エ
地

方
特
例

交
付

金
収
入

(4
)
基

金
(4
)
未

払
金

(6
)

交
通
安

全
対
策

特
別

交
付
金

オ
地

方
交
付

税
収

入
(5
)
短

期
貸

付
金

(5
)
還

付
未

済
金

(7
)

分
担
金

及
び
負

担
金

カ
交

通
安
全

対
策
特

別
交
付

金
収

入

(6
)
貸

倒
引

当
金

(6
)

一
年
以

内
支
払

予
定
リ
ー
ス
債

務
(8
)

使
用
料

及
び
手

数
料

キ
分

担
金
及

び
負

担
金
収

入
(7
)
そ
の
他

流
動
資

産
(7
)
賞

与
引

当
金

(9
)

国
庫
支

出
金

ク
使

用
料
及

び
手

数
料
収

入
２

固
定

資
産

(8
)
そ
の
他

流
動

負
債

(1
0
)
事

業
収

益
（
特

別
会
計

）
ケ

国
庫

支
出

金
収

入
(1
)
事

業
用

資
産

２
固

定
負

債
(1
1
)
他

会
計

か
ら
の

繰
入
金

コ
事

業
収
入

（
特
別

会
計
）

(2
)
イ
ン
フ
ラ
資

産
(1
)
地

方
債

(1
2
)
受

取
利

息
及
び
配
当

金
サ

他
会

計
か

ら
の
繰

入
金

収
入

(3
)
物

品
(2
)
長

期
借

入
金

(1
3
)
そ
の
他

経
常
収

益
シ

利
息

及
び
配
当

金
収
入

(4
)
投

資
そ
の

他
の

資
産

(3
)
長

期
未

払
金

2
経

常
費

用
ス

そ
の

他
行

政
収

入
(4
)
リ
ー
ス
債

務
(1
)

県
税
清

算
金
及

び
交

付
金

(2
)
行
政

支
出

(5
)
退

職
手

当
引

当
金

(2
)

給
与
関

係
費

ア
県

税
清
算

金
及

び
交
付

金
支
出

(6
)
損

失
補

償
等

引
当
金

(3
)

物
件
費

イ
給

与
関
係

費
支

出
(7
)
そ
の
他

固
定

負
債

(4
)

修
繕
費

ウ
物

件
費
支

出
(5
)

社
会
保

障
給
付

費
エ

修
繕

費
支

出
[ 純

資
産

の
部

]
(6
)

補
助
金

等
オ

社
会

保
障

給
付

費
支
出

純
資

産
(7
)

施
設
整

備
補
助

金
等

カ
補

助
金
等

支
出

(8
)

他
会
計

へ
の
繰

出
金

キ
施

設
整
備

補
助

金
等
支

出
(9
)

減
価
償

却
費

ク
他

会
計
へ

の
操

出
金
支

出
(1
0
)
不

納
欠

損
額

ケ
利

息
及
び
手
数

料
支
出

(1
1
)
貸

倒
損

失
コ

そ
の

他
行

政
支

出
(1
2
)
不

納
欠

損
引
当

金
繰

入
額

(3
)
特
別

収
入

(1
3
)
貸

倒
引

当
金
繰

入
額

(4
)
特
別

支
出

(1
4
)
賞

与
引

当
金
繰

入
額

2
投

資
活

動
(1
5
)
退

職
手

当
引
当

金
繰

入
額

(1
)
投
資

活
動
収

入
(1
6
)
投

資
損

失
引
当

金
繰

入
額

(2
)
投
資

活
動
支

出
(1
7
)
損

失
補

償
等
引

当
金

繰
入
額

3
財

務
活

動
(1
8
)
支

払
利

息
及
び
手
数

料
(1
)
財
務

活
動
収

入
(1
9
)
そ
の
他

経
常
費

用
(2
)
財
務

活
動
支

出

3
特

別
収

益
当
期

現
金
預

金
増
減

額

4
特

別
費

用
期
首

現
金
預

金
残
高

当
期

収
支

差
額

期
末

現
金
預

金
残
高

行
政

コ
ス
ト
計

算
書

（
P
L
)

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー

計
算

書
（
Ｃ
Ｆ
）

純
資

産
変
動

計
算
書

（
N
W
M
）

貸
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
方

借
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
方

貸
借

対
照

表
（
B
S
)

有
価

証
券

評
価

差
額

金
立

竹
木

評
価

差
額

金

当
期

首
残

高

当
期

変
動

額

当
期

末
残

高

純
資

産
合

計

評
価

差
額

金

区
分

開
始

残
高

相
当

内
部

取
引

一
般

財
源
等

配
分

調
整
額

剰
余

金
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会 計 別

組 織 別

（ 部 局 別 ）

事 業 別

（ 管 理 事 業 別 ）

一
般
会
計

普
通

会
計

○
○
部

○
○
部

公
営

事
業

会
計

流
域
下
水
道

事
業
特

別
会
計

水
道

事
業
会
計

工
業
用
水
道

事
業
会
計

用
地
造
成

事
業
会
計

連
結
対

象
法

人

○
○
法
人

各
会
計

合
算

財
務

諸
表

県
全

体
の

財
務

諸
表

連
結

財
務

諸
表

県
立
病
院

事
業
会
計

港
湾
整
備

事
業
特
別
会
計

● ● ● ● ●

●
●
●
●
●

法
適

用
企

業
法

非
適

用
企

業

○
○
法
人

○
○
法
人

○
○
事
業

○
○
事
業

○
○
事
業

○
○
事
業

○
○
事
業

○
○
事
業

○
○
法
人

○
○
○
○

特
別
会
計

(2
)
事
業
別
財
務
諸
表
の
作
成

～
財
務
諸
表
の
作
成
単
位
～

◎
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の
活
用
性
を
重
視
し
、
事
業
別
、
部
局
別
、
会
計
別
の
単
位
で
作
成
す
る
ほ
か
、
一
般
会
計
と
特

別
会
計
を
合
算
し
た
各
会
計
合
算
財
務
諸
表
、
普
通
会
計
、
県
全
体
、
連
結
ベ
ー
ス
の
財
務
諸
表
も
作
成
す
る
。

13

- 28 -



(3
)
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
へ
の
活
用
性
を
重
視
し
た
資
産
計
上
ル
ー
ル

◆
有

形
固

定
資
産

の
評

価
方

法
は
、

原
則

と
し

て
取
得

原
価

主
義

に
よ
る

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、
以
下

の
理

由
に

よ
り
、

開
始

時
の

評
価
に

つ
い

て
は

、
公
正

価
値

（
現

在
価
値

）
に

よ
る

評
価
額

を
取

得
価

額
と
み

な
す

取
り

扱
い
と

す
る

。

（
理
由
）

 
大
部
分
の
イ
ン
フ
ラ
資
産
に
つ
い
て
は
取
得
当
時
の
価
額
算
定
が
困
難
。

 
国
際
会
計
基
準
（
IF
RS
）
に
お
い
て
も
、
基
準
適
用
開
始
時
の
負
担
軽
減
の
た
め
同
様
の
手
法
が

認
め
ら
れ
て
い
る
。

◆
県

が
所

有
す
る

資
産

の
ほ

か
、
土

地
や

施
設

の
取
得

か
ら

維
持

管
理
ま

で
を

県
が

一
体
的

に
行

う
国

有
資
産

（
国

道
、

一
級
河

川
、

二
級

河
川
、

砂
防

河
川

、
地
す

べ
り

防
止

施
設
、

海
岸

保
全

施
設
）

に
つ

い
て

も
資
産

計
上

す
る

。

（
理
由
）

 
県
が
借
金
等
で
財
源
を
調
達
し
、
県
名
義
の
資
産
と
同
様
に
県
が
土
地
の
取
得
か
ら
維
持
管
理
ま
で
を
行
っ
て
い
る
国

有
資
産
を
県
名
義
で
は
な
い
と
い
う
理
由
で
貸
借
対
照
表
に
計
上
し
な
い
場
合
、
以
下
の
問
題
が
生
じ
る
。

・
借
金
が
増
え
る
の
み
で
資
産
が
増
え
な
い
と
い
う
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
が
生
じ
、
世
代
間
負
担
の
衡
平
性
を
適
切
に
把

握
で
き
な
く
な
る
。

・
修
繕
計
画
な
ど
の
資
産
管
理
の
観
点
か
ら
、
情
報
の
活
用
が
図
れ
な
く
な
る
。

◆
愛

知
県

図
書
館

の
図

書
に

つ
い
て

は
、

マ
ネ

ジ
メ
ン

ト
に

お
け

る
重
要

性
か

ら
国

立
大
学

法
人

会
計

基
準
等

を
参

考
に

「
図
書

」
と

し
て

固
定
資

産
に

計
上

す
る
。

①
有

形
固

定
資

産
の

評
価

方
法

②
有

形
固

定
資

産
の

計
上

範
囲

14
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５
シ
ス
テ
ム
整
備

・
管
理
事
業
体
系
の
追
加
等
の
改
修
を
実
施
。
（
第
１
期
改
修
）

・
管
理
事
業
別
の
行
政
評
価
調
書
や
財
務
情
報
（
参
考
資
料
）
を
自
動
作
成
す
る
機
能
を
追
加
。

（
第
２
期
改
修
）

③
資

産
管

理
シ
ス
テ
ム
（
３
シ
ス
テ
ム
）

◎
よ
り
精
緻
で
検
証
可
能
な
財
務
諸
表
を
迅
速
に
作
成
す
る
た
め
、
決
算
数
値
を
期
末
に
一
括
で
変
換
す
る
の
で
は
な
く
、
日
々

の
会
計
処
理
の
段
階
か
ら
取
引
ご
と
に
仕
訳
を
記
録
す
る
仕
組
み
（
日
々
仕
訳
方
式
）
を
採
用
し
、
既
存
シ
ス
テ
ム
の
改
修
を
基

本
と
し
た
シ
ス
テ
ム
を
整
備
。

②
予

算
編

成
支

援
シ
ス
テ
ム
（
既
存

シ
ス
テ
ム
）

①
財

務
シ
ス
テ
ム
（
既
存
シ
ス
テ
ム
）

・
日
々
の
取
引
ご
と
に
仕
訳
を
記
録
し
、
財
務
諸
表
の
作
成
を
行
う
複
式
サ
ブ
シ
ス
テ
ム

を
追
加
。

仕
訳
入
力
は
あ
ら
か
じ
め
設
定
し
た
仕
訳
区
分
か
ら
選
択
す
る
仕
組
み
と
し
、
予
算
情
報
を
基
に
仕
訳
区
分
を
絞
り
込
ん
で
画

面
に
表
示
す
る
こ
と
で
、
仕
訳
入
力
を
行
う
職
員
の
事
務
負
担
の
軽
減
を
図
る
。

・
物
品
情
報
を
管
理
す
る
物
品
サ
ブ
シ
ス
テ
ム
に
、
減
価
償
却
計
算
機
能
等
を
追
加
。

公
有
財
産
管
理
シ
ス
テ
ム
（
既
存
シ
ス
テ
ム
）

・
土
木
系
資
産
を
除
く
公
有
財
産
を
管
理
す
る
公
有
財
産
管
理
シ
ス
テ
ム
に
、
複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
に
必
要
な
減
価
償
却

計
算
機
能
や
建
設
仮
勘
定
の
管
理
機
能
等
を
追
加
。

建
設
行
政
情
報
シ
ス
テ
ム
（
既
存
シ
ス
テ
ム
）
及
び
建
設
資
産
管
理
シ
ス
テ
ム
（
新
規
開
発
シ
ス
テ
ム
）

・
道
路
や
河
川
な
ど
、
建
設
部
が
所
管
す
る
土
木
系
資
産
に
つ
い
て
は
、
建
設
部
の
既
存
シ
ス
テ
ム
を
活
用
し
て
独
立
し
た
資
産

管
理
の
仕
組
み
を
構
築
し
、
資
産
管
理
の
効
率
化
と
資
産
情
報
の
活
用
性
の
向
上
を
図
る
。
具
体
的
に
は
、
既
存
の
建
設
行
政
情

報
シ
ス
テ
ム
に
建
設
仮
勘
定
を
管
理
す
る
た
め
の
機
能
を
追
加
す
る
と
と
も
に
、
減
価
償
却
計
算
を
行
い
資
産
を
管
理
す
る
た
め

の
建
設
資
産
管
理
シ
ス
テ
ム
を
新
規
に
構
築
。

15
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《
シ
ス
テ
ム
全
体
図
》

16
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６
導
入
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

平
成
2
5年

４
月
～

新
た
な
公
会
計
制
度
の
導
入
（
試
行
運
用
）

平
成
2
6年

４
月
～

新
た
な
公
会
計
制
度
の
本
格
運
用

平
成
2
6年

秋
頃

平
成
2
5
年
度
決
算
財
務
諸
表
（
試
行
）
の
公
表

平
成
2
7年

秋
頃

平
成
2
6
年
度
決
算
財
務
諸
表
の
公
表

17
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○
検

討
体

制

（
参
考
資
料
）

イ
ン
フ
ラ
資

産
台

帳
整

備
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（
平
成

22
年

4月
設

置
）

（設
置
目
的
）

新
た
な
公
会
計
制
度
の
導
入
に
必
要
な
事
項
を
検
討
す
る

（構
成

員
）

各
部
局
主
管
課
及
び
関
連
シ
ス
テ
ム
所
管
課

（構
成

員
）

イ
ン
フ
ラ
資
産
所
管
課

（
検
討
状
況
）

（取
組
内
容
）

イ
ン
フ
ラ
資
産
の
評
価
方
法
の
検
討
、
資

産
の
洗

い
出
し
・
評
価
作

業
の
実

施
、
資
産

情
報
の

管
理
・活

用
方
法

の
検
討

等

22
年
度
：財

務
諸
表
の
活
用
方
法
、
シ
ス
テ
ム
整
備
、
会
計
制
度

等
に
つ
い
て
の

基
本
方

針
の
検

討
23

年
度
：財

務
諸
表
の
活
用
方
法
、
シ
ス
テ
ム
整
備
、
会
計
制
度

等
に
つ
い
て
の

具
体
的
な
検

討
、
「
中

間
報
告
」
の
作
成

新
公
会
計
制
度
普
及
促
進
連
絡
会
議
（
平
成

23
年

12
月
設
置
）

（設
置
目
的
）

①
新
公
会
計
制
度
の
導
入
目
的
、
プ
ロ
セ
ス
の

情
報
交

換
②
普
及
啓
発
に
向
け
た
共
同
取
組

（構
成

員
）

東
京
都
、
大
阪
府
、
新
潟
県
、
愛
知
県
、
町
田
市
、
大
阪

市
、
東
京
都

江
戸
川

区
、
大
阪

府
吹
田

市
（
事

務
局
）

東
京
都

（開
催
状
況
）

第
１
回
：平

成
23

年
12

月
26

日
第

2回
：
平
成

24
年

6月
4日

第
3回

：
平
成

25
年

1月
24

日
第

4回
：
平
成

25
年

6月
21

日

資
産

査
定

・
資

産
の

有
効

利
活

用
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム

新
公

会
計

整
備

検
討
チ
ー
ム
（
新
公

会
計

整
備

検
討

会
議

（
平

成
22

年
4月

設
置

）
）

（
事

務
局
）

総
務
部
財
産
管
理
課
・
財
政
課

（ア
ド
バ
イ
ザ
ー
）

あ
ず
さ
監
査
法
人
等

（事
務
局
）

総
務
部
財
政
課

※
平
成
23
年
３
月
設
置
（新

公
会
計
整

備
検
討
チ
ー
ム
、
施
設

利
用
最

適
化
検

討
チ
ー
ム
、
ネ
ー
ミ
ン
グ
ラ
イ
ツ
等
検
討
チ
ー
ム
、
県
有

地
有

効
活
用
検
討
チ
ー
ム
で
構
成
）

事
業

用
資

産
台

帳
整
備

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（
平
成

24
年

3月
設
置

）
（構

成
員
）

事
業
用
資
産
所
管
課

（
事

務
局
）

総
務
部
財
産
管
理
課

（取
組
内
容
）

事
業
用
資
産
の
評
価
方
法
の
検
討
、
資
産
台
帳
の

整
備
、
資

産
情
報

の
管
理

・活
用

方
法
の

検
討
等

18

24
年
度
：財

務
諸
表
の
活
用
方
法
、
シ
ス
テ
ム
整
備
、
会
計
制
度

等
に
つ
い
て
の

具
体
的
な
検

討
、
「
最

終
報
告
」
の
作
成
、
財
務
諸

表
作
成

基

準
の
作
成
等
を
予
定
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○
会

計
基

準
比

較
（
参
考
資
料
）

19

会
計
基
準
等

愛
知
県
財
務
諸
表
作
成
基
準

大
阪
府
財
務
諸
表
作
成
基
準

東
京
都
会
計
基
準

国
際
公
会
計
基
準
（
ＩＰ
Ｓ
Ａ
Ｓ
）

総
務
省
基
準
モ
デ
ル

・
貸
借
対
照
表

・
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

・
純
資
産
変
動
計
算
書

・
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書

・
附
属
明
細
表

・
注
記

・貸
借
対
照
表

・行
政
コ
ス
ト
計
算
書

・純
資
産
変
動
計
算
書

・キ
ャ
ッ
シ
ュ
・フ

ロ
ー
計
算
書

・附
属
明
細
表

・注
記

・貸
借
対
照
表

・行
政
コ
ス
ト
計
算
書

・正
味
財
産
変
動
計
算
書

・キ
ャ
ッ
シ
ュ
・フ

ロ
ー
計
算
書

・附
属
明
細
書

・注
記

・財
政
状
態
計
算
書

・財
務
業
績
計
算
書

・純
資
産
・持

分
変
動
計
算
書

・キ
ャ
ッ
シ
ュ
・フ

ロ
ー
計
算
書

・注
記

　
（
予
測
実
績

比
較

表
が

作
成

さ
れ

る
場
合
も
あ
る
）

・貸
借
対
照
表

・行
政
コ
ス
ト
計
算
書

・純
資
産
変
動
計
算
書

・資
金
収
支
計
算
書

・附
属
明
細
表

・注
記

複
式
簿
記

（日
々
記
帳
）

官
庁
会
計
の
処
理
に
連
動

し
、
日
々

の
会

計
処

理
の

段
階

か
ら
自

動
的

に
複

式
簿

記
・発

生
主
義
会
計
の
デ
ー
タ
を
蓄
積

し
、

財
務
諸
表
を
作
成

官
庁
会
計
の
処
理
に
連
動

し
、
日
々

の
会

計
処

理
の

段
階

か
ら
自

動
的

に
複

式
簿

記
・発

生
主
義
会
計
の
デ
ー
タ
を
蓄
積

し
、

財
務
諸
表
を
作
成

官
庁
会
計
の
処
理
に
連
動

し
、
日
々

の
会

計
処

理
の

段
階

か
ら
自

動
的

に
複

式
簿

記
・発

生
主
義
会
計
の
デ
ー
タ
を
蓄
積

し
、

財
務
諸
表
を
作
成

複
式
簿
記
の
デ
ー
タ
か
ら
作
成

歳
入
歳
出
デ
ー
タ
か
ら
複
式
仕
訳

の
会

計
処

理
を
発
生
の
都
度
又
は
年
度
末
に
一
括

し
て

行
い
、
財
務
諸
表
を
作
成

各
会

計
合

算
、
会
計

別
、
部
局

別
、
事
業

別 普
通

会
計

、
県

全
体

、
連

結
に
つ
い
て
も

作
成

各
会
計
合
算
、
会
計
別

、
組

織
（
部
局

・課
別
）、

事
業
別

府
全
体
、
連
結
に
つ
い
て
も
作
成

各
会

計
合

算
、
会
計

別
、
局
別

、
局

別
会

計
別
、
目
別

管
理
事
業
別
（任

意
作
成
）

普
通
会
計
、
都
全
体
に
つ
い
て
も
作
成

個
別
、
連
結

普
通
会
計
、
県
全
体
、
連
結

原
則
と
し
て
取
得
原
価
で
評
価

開
始
時
簿
価
の
算
定
に
お
い
て
は
、
原
則

と
し
て
公

正
価

値
に
よ
る
評
価

を
取

得
原

価
と
み
な
す

売
却

可
能

な
資

産
に
つ
い
て
は

附
属
明

細
表
で
時
価
情
報
を
表
示

取
得
原
価
で
評
価

売
却

可
能

な
資

産
に
つ
い
て
は

附
属
明

細
表
で
時
価
情
報
を
表
示

取
得
原
価
で
評
価

固
定

資
産

の
種

類
毎

に
原

価
モ
デ
ル
と

再
評
価
モ
デ
ル
の
選
択
適
用
可
能

原
則
と
し
て
公
正
価
値
評
価
を
採
用

○
イ
ン
フ
ラ
資
産

　
底
地
：
取
得
価
額
（不

明
な
場
合
は
再
調
達
価
額
）

　
建
物
等
：
再
調
達
価
額
（減

価
償

却
後
）

○
事
業
用
資
産

　
土
地
：
固
定
資
産
税
評
価
額
等
を
基
礎
と
し
た
評

　
　
　
価
（
３
年
ご
と
に
再
評
価
）

　
建
物
等
：
再
調
達
価
額
（減

価
償

却
後
）

道
路
、
橋
梁
、
河
川
、
砂
防
、
下
水
道
、
海

岸
保
全
、
港
湾
、
漁
港
、
空
港
、
信
号
等
、

た
め
池
等

県
所
有
資
産
の
ほ
か
、
土
地
や
施
設
の

取
得
か
ら
維
持
管
理
ま
で
を
県
が
一
体
的

に
行
う
国
有
資
産
を
計
上

道
路
、
河
川
、
下
水
道
、
港
湾
、
漁
港
、
農

道
、
た
め
池

府
所
有
資
産
の
ほ
か
、
国
有
資
産
の
う
ち

国
道
、
河
川
を
計
上
（
土
地
は
除
く
）

道
路
、
橋
梁
、
港
湾
、
漁
港
、
空
港
、
鉄
道

（上
下
水

道
は
公

営
企

業
会

計
の

た
め
対

象
外
）

国
有
資
産
は
計
上
し
な
い

一
般
的
に
下
記
の
特
徴
の
一
部
又
は
全

て
を
有
し
て
い
る
資
産

シ
ス
テ
ム
又
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
一
部
、
性
質
が

特
殊
で
代
替
利
用
が
で
き
な
い
、
移
動
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
な
い
、
処
分
に
関
し
て
制
約
を
受
け
る

国
有
資
産
は
計
上
し
な
い

清
掃
施
設
、
農
林
水
産
施
設
、
道
路
、
港
湾

施
設
、
河
川
、
公
園
、
防
災
施
設
、
上
下
水
道

施
設

国
有
資
産
は
計
上
し
な
い

税
収
の
取
扱
い

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

財
務
業
績
計
算
書
に
計
上

純
資
産
変
動
計
算
書
に
計
上

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

行
政
コ
ス
ト
計

算
書

に
計
上

固
定

資
産

取
得
の

た
め

の
補

助
金

は
正

味
財

産
に
直
入

、
他

は
行

政
コ
ス
ト
計
算

書
に
計
上

返
還
義

務
が

あ
る
場

合
は

負
債

計
上

し
、

義
務
を
満
た
し
た
時
に
財
務
業
績
計

算
書

に
計
上

返
還

義
務

が
な
い

場
合

は
受

領
時

に
財

務
業
績
計
算
書
に
計
上

純
資
産
変
動
計
算
書
に
計
上

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

定
額
法
に
よ
る

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

定
額
法
に
よ
る

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

た
だ
し
道
路
は
取
替
法
（更

新
会
計
）
を
採

用 定
額
法

に
よ
る

財
務
業
績
計
算
書
に
計
上

定
額

法
、
定

率
法

又
は

生
産

高
比

例
法

に
よ
る

事
業
用
資
産
：行

政
コ
ス
ト
計
算
書
に
計
上

イ
ン
フ
ラ
資
産
：直

接
資

本
減

耗
と
し
て
純
資

産
変
動
計
算
書
に
計
上

定
額
法

に
よ
る

イ
ン
フ
ラ
資
産

の
範
囲

減
価
償
却

の
取
扱
い

有
形
固
定
資
産

の
評
価
基
準

財
務
諸
表

の
作
成
単
位

財
務
諸
表

の
体
系

補
助
金
収
入

の
取
扱
い
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東京都町田市

　　～新公会計制度による事業マネジメント～」
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資料３－１　障がい福祉費

歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

障がい者サービス給付費
給付額

千円 5,338,798 6,384,291

事業類型 a  施設所管型

6 町田市障がい者施策推進協議会の開催回数

事業概要

身体障がい者及び知的障がい者の福祉サービスに関すること
精神保健福祉サービスに関すること
障害者自立支援法（2013年4月から障害者総合支援法）の障害福祉サービス及び地域生活支援事業に関すること
障がい福祉施設の整備、維持、補助金に関すること
障がい福祉施設及び障がい福祉団体との連絡調整に関すること

回 6 2 4

一般就労した障がい者数60

歳出目名 障がい者福祉費障がい福祉課主管課名

60

7,059,781 -
障害者自立支援給付費、障害児通所給付費、更正医
療費、補装具費の合計額（うち概ね1/4が市負担）

地域福祉部

449,153

町田市障がい者施策推
進協議会開催回数

単位 2011年度 2012年度

53 59

449,153

町田市障がい者施策推進協議会の障がい福祉事業計画部
会、就労・生活支援部会、相談支援部会、障がい児部会の
開催回数

定量的な成果の説明

町田市障がい者施策推
進協議会部会開催回数

回 9 9 9 16

2013年度

B-A

定性的
な成果

◆障害者虐待防止法の施行に伴い、市が虐待防止センターとしての機能を果たすため、障がい者虐待の通報受理等の体制整備を行いまし
た。
◆「まちだ地域生活支援センターコラボ」を市と市内の精神障がい者支援法人（6法人）により運営し、地域で生活する精神障がい者とその家族
の日常生活の支援、日常的な相談への対応や、地域交流活動などを行うことにより、精神障がい者の社会復帰と自立、社会参加の促進を図る
とともに、精神障がい者への理解の促進を図りました。
◆障害者自立支援法（2013年4月から障害者総合支援法）、児童福祉法に基づき、障がい者の方が自立した日常生活又は社会生活を営む
ことができるように在宅、通所、入所に関する障害福祉サービスの提供や、更生医療費、補装具費の給付等を行いました。
◆指定管理施設として大賀藕絲館・美術工芸館・授産場・わさびだ療育園の運営を行うことにより、一般就労が困難な障がい者の方等に働く場
を また 常に介護を必要とする障がい者の方に 入浴 食事の介護等を提供しました

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

部局名

差額

組織の
ミッション

障がい福祉課のミッションは、適切な情報および公平なサ－ビスを提供し、かつ関係機関と連携することで、地域で暮らす障がい者
の生活の質の向上を目指すことです。

指標名 2016年度

就労した障がい者数 人

2012年度

地方税
国庫支出金

0

その他
行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

0
3,603,195 3,603,195

3,345,436
0 0

3,345,436

0
0 0
0

225,241 225,241
7,173,872 7,173,872

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

368,786 368,786

467,411 467,411
29,200 29,200

11,297 11,297
7,951,355 7,951,355

775,622 775,622
0 0

31,012 31,012
0 0

13,867 13,867
32,210 32,210

0 0
9,651,560 9,651,560

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 2,477,688 △ 2,477,688

0 0
0 0
0 0

△ 2,477,688 △ 2,477,688

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

0 0
0 0

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

国庫支出金
障害者自立支援給付費等国庫負担（補助）金3,006,058
千円、障害者医療費国庫負担金195,285千円、特別障
害者手当等給付費国庫負担金203,721千円、地域生活
支援事業費補助金105,522千円など。

扶助費
自立支援給付費等5,862,894千円、障害者
医療費（更生医療）355,683千円、心身障害
者福祉手当741,350千円、特別障害者手当
等271,040千円など。

補助費等
障がい者日中活動系サービス推進事業運営
費補助金299,431千円、障がい者福祉施設
借上費補助金30,272千円、障がい者福祉施
設整備費補助金28,383千円など。

土地

増減理由

薬師池公園周辺施設等利用者用駐車場買
収による38,610千円の増加。
ダリア園用地所管換えによる6,540千円の増
加。

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

勘定科目 建物

増減理由

減価償却費による30,798千円の減少。
こころみ屋根・外壁塗装改修工事による3,806
千円の増加。

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

その他

退職手当引当金

増減理由

従事人員の変動による。

0 0

◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽資産老朽化比率の推移

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

・行政費用の90％以上（約87.3億円）を、障がい者（児）への給付としての扶助費や、障がい福祉事業所に対する補助金等が占めています。

・財務構造上の特徴としては、財源の約3/4に相当する、約69.5億円を国庫支出金、都支出金で賄っています。

・障がい福祉施設の建物として資産金額約6.6億円の事業用資産を保有していますが、所管施設全体の資産老朽化比率は54.1％と高い水準と
なっています。

・障がい者福祉費では、行政費用の80％以上にあたる扶助費の大部分が国制度・都制度に基づく義務的な支出であり、また、8％にあたる補助
費等についても都制度に基づく補助金等が多くを占めています。その為、財源に占める特定財源の割合が高いことから、国庫支出金・都支出金
の着実な確保が必要になります。
・扶助費及び補助費等のうち、市の裁量の余地がある事業や、市の単独事業については、費用対効果を検証しながら事業のあり方を検討していく
必要があります。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 2,488,178
一般財源充当調整額 2,488,178

財務活動支出 0
財務活動収支差額(c) 0

行政サービス活動支出 9,623,311 社会資本整備等投資活動支出 38,610
行政サービス活動収支差額(a) △ 2,449,568 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 38,610

財務活動収入 0
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 7,173,743 社会資本整備等投資活動収入 0
勘定科目

負債及び純資産の部合計 4,201,909 4,219,984

金額

18,075資産の部合計 4,201,909 4,219,984 18,075
純資産の部合計 3,848,700 3,869,538 20,838その他 0 0 0

特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 852 639 △ 213

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

△ 2,763
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 3,848,700 3,869,538 20,838

0 0
イ

ン
フ

ラ
資

産

有形固定資産 0 0 0 負債の部合計 353,209

0 0 0

350,446
0

工作物 　　　　　 0 0 0

△ 4,041
663,917 △ 26,992 その他 0 0 0

0 0 0
土地 　　　　　　　 3,509,535 3,554,685 45,150 退職手当引当金　　 340,620 336,579

0

4,218,602 18,158 地方債　　　　　　　　

繰延収益
389 0 長期前受金　　　　　

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 4,200,444

建物 　　　　　　　 690,909

無形固定資産 　　　 389

工作物 　　　　　

固定負債 340,620 336,579 △ 4,041その他 0 0 0
その他 0 0

0
賞与引当金　　　　　 12,589 13,867 1,278

0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

0 地方債　　　　　　　　 0 0

1,278
未収金 　　　　　　　　　 224 354 130 還付未済金　　　　　 0 0 0

0 流動負債 12,589 13,867
流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-ＡＢ-Ａ

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

0

嘱託 臨時

0.0

7.9 3.3

内
訳

自立支援給付事務 13.9 0.0 0.3 0.0 2.2

0.0
0.2

0.6
障がい福祉相談事務 8.3 0.0 0.1 0.0 2.8 0.9
心身障がい者福祉事務 4.2

歳出目 合計

0.1
0.0

47 0 3

その他障がい者福祉事務 16.8
障がい福祉管理事務 3.8

1.4 1.6
0.0

0.0 1.3 0.20.0 2.3
0.0 0.2

・事業用資産については、資産老朽化比率が54.1％と高い水準となっており、施設の維持管理が課題となります。

その他
0.5%減価償却費

0.3%

人件費
3.8%

物件費
4.8%

維持補修費
0.1%

扶助費
82.4%

補助費等
8.0%

国庫支出金
37.3%

市負担
25.7%

都支出金
34.7%

その他
2.3%

54.1%

30.0%

59.5%

52.2%

44.0%

46.0%

28.0%

56.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2011年度 2012年度

所管施設全体

大賀藕絲館

わさびだ療育園

町田ダリア園

△ 2,477,688当期収支差額 (g)+(j) △ 2,477,688

Ａ

Ｅ

Ｂ

Ｆ－２
Ｆ－１

Ｆ－３

Ｃ

Ｇ
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資料３－２　体育館事業

特定事業別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

◆単位あたりコスト分析 ※単位あたりコストは、「行政費用 小計(b)」を「実績」で割って円単位で算出しています。

2012

1,355,997

総合体育館利用
者１人あたりのコス
ト

人

総合体育館を開館すると１日あたり１，３５５，９９７円のコストがかかっています。

1　施設運営受益者負担型

指標名 単位 年度 実績 単位あたりコスト 分析内容

増減理由

体育館事業

文化スポーツ振興部部局名

スポーツ振興課 歳出目名 スポーツ振興費 事業名

0

総合体育館の１日
あたりのコスト

日
2012

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 重要物品

増減理由

新体操マット4,935千円の購入による増加

特
別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目
特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損 0 0
不納欠損額

0 0
その他 0

0 0

物品の購入に伴うスポーツ振興くじ助成金収
入　5,022千円

物件費
指定管理委託料　248,150千円など

特別支出 小計 (i)

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

維持補修費
総合体育館外溝等改修工事　6,015千円
総合体育館ハロン消火設備交換修繕
6,090千円
総合体育館外灯交換新設工事　4,494千円

建物

増減理由

資産の増額要因として、トイレ他改修工事
14,250千円を行いました。減額の要因として
は、建物及び重要物品の減価償却によるもの
です。

勘定科目

△ 449,344
0 0

△ 449,344

0 0
0 0
0 0

△ 449,344 △ 449,344
△ 107 △ 107

107 107

△ 449,237
0 0

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 449,237
454,259 454,259

0 0

159
555 555

157,008
0 0

10
0 0

43,052
0 0

4,421 4,421
249,054 249,054

行
政
費
用

賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

人件費
物件費

維持補修費
扶助費

うち委託料

5,022 5,022

0

5,0225,022
0 0

行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

国庫支出金

主管課名

定性的
な成果

◆こどもの日及び体育の日に、新規スポーツイベントを開催しました。

勘定科目
A B

事業目的
町田市立総合体育館の施設と、附属設備の維持管理を適切に行います。
市民が気軽にスポーツ（する）を楽しむ場所を提供します。

指標名 2016年度単位 2011年度 2012年度 定量的な成果の説明2013年度

248,579

差額2012年度
B-A

0 0
0

0

その他

地方税

総合体育館利用者数 人 391,604 437,450

勘定科目

438,000
総合体育館の利用者数。一般利用者のほか各種大会
等の開催に伴う大会参加者、指定管理者が実施する自
主事業のイベント参加者が含まれています。

438,000

行政収入（その他）

決算額の
主な内訳0 0

0 0

0

335

248,579
43,052

10

157,008

159

2012 437,450 1,038 総合体育館利用者１人あたり１，０３８円のコストがかかっています。ただし、利用
者数には、各種大会等の開催に伴う大会参加者、指定管理者が実施する自主
事業のイベント参加者が含まれています。

事業類型

◆貸借対照表 （単位:千円）

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析 ▽利用料金収入と利用状況の推移
▽施設の概況

利用料金収入に駐車場料金は含まれていない。
駐車場料金を含んだ場合の受益者負担の割合は
１９．８％となります。

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

12.6%

町田市立総合体育館
1990年9月1日

7,199,973,609円
3,428,980,568円

56,047,696円

内
訳

総合体育館管理事務 0.045 0

業務内容 常勤
再任用 再任用

再雇用 嘱託
(フルタイム)

0.0
0

0.0 0.0
0.15 0 0

取得価額
減価償却累計額
利用者数 437,450人

臨時
(短時間)

施設の名称
建設年月日

特定事業 合計 0.045 0.0 0.15

利用料金収入

Ｂ-Ａ
2011年度末 2012年度末 差額

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
流動負債

Ｂ-Ａ
140 1590

Ａ Ｂ

流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 0

不納欠損引当金 　　　 0 0

その他 0 0

0

19
未収金 　　　　　　　　　 0 0 0 還付未済金　　　　　 0 0 0

財政調整基金 　　　　　 0 0 0
0

0
賞与引当金　　　　　 140 159 19

0

地方債　　　　　　　　 0 0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 4,677,109

建物 　　　　　　　 3,912,605

無形固定資産 　　　 0
イ
ン
フ
ラ
資
産

有形固定資産 0
0

71
0
0 固定負債 26,797 26,868

その他 0

4,535,497 △ 141,612
土地 　　　　　　　 764,504

0

地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

764,504 0
3,770,993 △ 141,612

23,000 23,000 0
退職手当引当金　　 3,797 3,868 71

0 0
工作物 　　　　　 0 0 0 0 0 0

その他

0

△ 137,912

0 0
9027,027

工作物 　　　　　 0

負債の部合計 26,9370 0
土地 　　　　　　　 0 0 純資産 4,653,382 4,515,470

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

重要物品 　　　　　　　　 3,210 7,000 3,790
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 0 0 0
投資その他の資産 　　 0 0 0

有価証券及出資金 0 0 0
特定目的基金 　　　 0 0 0

4,653,382 4,515,470 △ 137,912その他 0 0 0
4,680,319 4,542,497 △ 137,822

純資産の部合計

受益者負担の割合

　町田市立総合体育館は、指定管理者制度を導入しており、施設運営の人件費は指定管理料に含まれています。そのため、行政費用のうち人
件費の割合が極端に少なく、物件費の割合が多くなる特徴があります。また、利用料金が指定管理者の収入になる利用料金制度を採用している
ため、利用料金収入が市の歳入に計上されないことも特徴です。また、有形固定資産４５億円のうち、建物資産３７億円を有する施設中心の事
業であり、減価償却費の割合が大きくなっています。
　指定管理者から提出された２０１２年度の事業報告書によると、利用料金収入が約２，５００千円減となっています。これは、施設開放やトレーニ
ングルーム等を利用する個人利用の収入が減ったためです。それに対し、施設利用人数が約４５０００人増えています。これは、２０１０年度末に
発生した震災の影響やメインアリーナの改修工事により２０１１年度の利用者が少なかったこと、指定管理者の自主事業（事業の一部は市からの
委託）を新規に行ったこと、大会参加者が多くなったことが考えられます。

　建物資産の老朽化比率が４８．１％と高い水準となっています。現在、施設では雨漏りが発生している等維持管理の対応に苦慮していますが、
これから更に維持管理経費の増加が見込まれます。今後、施設の長寿命化を図るための検討を具体的に行っていく必要があります。また、建替
更新を行う際には、民間の類似サービス施設との差別化や施設のあり方を検討する必要があります。
　また、利用料金が指定管理者の収入となる利用料金制度を採用しているため、指定管理者の収支管理のモニタリングを行い、指定管理料が適
正かどうか管理していく必要があります。
　受益者負担の割合が現在１２．６％となっており、当施設の受益者負担について分析を行っていく必要があります。

負債及び純資産の部合計 4,680,319 4,542,497 △ 137,822資産の部合計

人件費
1.0%

物件費
54.8%

維持補修費
9.5%

減価償却費
34.6%

補助費等
0.0%

その他
0.2%

54,000

55,000

56,000

57,000

58,000

59,000

60,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

360,000人

370,000人

380,000人

390,000人

400,000人

410,000人

420,000人

430,000人

440,000人

450,000人

利用料金収入

利用者数

Ｆ－５

Ｄ
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資料３－３　子育て支援費

 
◆貸借対照表 （単位:千円）

◆キャッシュ･フロー収支差額集計表 （単位:千円）
勘定科目

Ⅲ.財務構造分析
▽行政費用の性質別割合 ▽事業に関わる人員 （単位:人）

Ⅳ.個別分析
▽不納欠損実績率の推移

▽事業の財源内訳

Ⅴ.総括
①財務分析

②財務分析を踏まえた事業の課題

行政費用の8割以上が扶助費となっています。事業の財源内訳として、約半分が国・都支出金で、1割が分担金及び負担金、4割が市負担と
なっています。

事業の財源内訳で、約4割を占めている市負担額の軽減に向けての検討が必要です。保育料の見直しなどの改善を行い、2014年4月から見直
した保育料による徴収を予定しています。さらに、不納欠損を生じないような滞納整理等の強化が必要です。

収支差額　合計 (a)+(b)+(c) △ 4,114,563
一般財源充当調整額 4,114,563

財務活動支出 0
財務活動収支差額(c) 0

行政サービス活動支出 9,599,963 社会資本整備等投資活動支出 145,639
行政サービス活動収支差額(a) △ 3,975,324 社会資本整備等投資活動収支差額(b) △ 139,239

財務活動収入 0
勘定科目 金額 金額

行政サービス活動収入 5,624,639 社会資本整備等投資活動収入 6,400
勘定科目

負債及び純資産の部合計 785,516 △ 3,112,361

金額

△ 3,897,877資産の部合計 785,516 △ 3,112,361 △ 3,897,877

純資産の部合計 518,240 △ 3,386,842 △ 3,905,082その他 0 0 0
特定目的基金 　　　 0 0 0
有価証券及出資金 0 0 0

投資その他の資産 　　 0 0 0
建設仮勘定 　　　　　　 7,103 152,742 145,639
図書 　　　　　　　　　　　 0 0 0
重要物品 　　　　　　　　 0 0 0

無形固定資産 　　　 0 0 0
0 0

7,205
土地 　　　　　　　 0 0 0 純資産 518,240 △ 3,386,842 △ 3,905,082

0 0
イ

ン
フ

ラ
資

産

有形固定資産 0 0 0 負債の部合計 267,276

0 0 0

274,481
0

工作物 　　　　　 0 0 0

5,885
148,777 63,544 その他 0 0 0

0 0 0
土地 　　　　　　　 658,291 674,192 15,901 退職手当引当金　　 257,712 263,597

0

822,969 79,445 地方債　　　　　　　　

繰延収益
0 0 長期前受金　　　　　

0

固
定
資
産

事
業
用
資
産

有形固定資産 743,524

建物 　　　　　　　 85,233

無形固定資産 　　　 0

工作物 　　　　　

固定負債 257,712 263,597 5,885その他 0 0 0
その他 0 0

0
賞与引当金　　　　　 9,525 10,860 1,335

0
財政調整基金 　　　　　 0 0 0

1,222 地方債　　　　　　　　 0 0

1,320
未収金 　　　　　　　　　 51,508 41,888 △ 9,620 還付未済金　　　　　 39 24 △ 15

△ 4,114,563 流動負債 9,564 10,884
流
動
資
産

現金預金 　　　　　　　　 0 △ 4,114,563

不納欠損引当金 　　　 △ 16,619 △ 15,397

貸倒引当金 　　　　　　 0 0

勘定科目勘定科目
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ
2011年度末 2012年度末 差額

Ａ Ｂ Ｂ-ＡＢ-Ａ

(フルタイム) (短時間)
業務内容 常勤

再任用 再任用
再雇用

0

嘱託 臨時

11.4 3.2

内
訳

認可保育園事務 26.3 6.3 2.9
認可外保育園事務 1.6 1.8 0.3
子育て相談事務 9.1

歳出目 合計 37 0 0

3.3

人件費
2.9%

扶助費
81.8%

その他
0.5%

減価償却費
0.1%

補助費等
12.0%

物件費
1.8% 維持補修費

0.9%

国庫支出金
15.5%

市負担
41.6%

都支出金
32.4%

その他
0.0%

分担金及負担
金

10.5%

29.9%

49.2%

34.2%33.5%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

単位:千円

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

滞納繰越収入額 不納欠損額 不納欠損実績率

歳出目別財務諸表

Ⅰ.事業の成果

Ⅱ.財務情報
◆行政コスト計算書 （単位:千円） ◆行政コスト計算書の特徴的事項

◆貸借対照表の増減理由（差額上位3項目）

事業類型 b  不納欠損型

1276
（見込み）

子ども家庭支援センターにおける子育て相談の受付
数。

事業概要

・認可保育所及び認可外保育施設の施設整備、運営支援に関すること
・認可保育所の入園、保育料の決定及び徴収に関すること
・地域子育て支援事業に関すること
・母子家庭の自立に向けた支援に関すること
・子どもと家庭に関する総合的な相談及び子どもの虐待防止に関すること

件 1062 1121
1158

（見込み）

就学前児童数に対する保育サービス（保育所、認定こど
も園、認可外保育施設）定員数の割合。

31.9
（見込み）

歳出目名 子育て支援費子育て支援課主管課名

37.3
（見込み）

子ども生活部

155,947

子育て相談の受付件数

単位 2011年度 2012年度

26.4 28.5

155,947

定量的な成果の説明2013年度

B-A

定性的
な成果

◆20年間期間限定認可保育園（新築1園・改修1園）、既存保育園増改築2園について、事業者と調整し整備を進めたことにより、
定通り定員を増やすことができました。
◆町田市で初めてとなる幼保連携・年齢区分型認定こども園1園の設置の支援を行いました。

勘定科目
A B

勘定科目

決算額の
主な内訳

部局名

差額

組織の
ミッション

子どもが健やかに育ち学ぶために皆が安心して子育てできる環境を作ります。

指標名 2016年度

保育サービス提供率 ％

2012年度

地方税
国庫支出金

0

その他
行政収入 小計(a)

行
政
収
入

都支出金
分担金及負担金
使用料及手数料
繰入金

0
1,491,816 1,491,816

3,115,969
1,011,327 1,011,327
3,115,969

0
0 0
0

1,119 1,119
5,620,231 5,620,231

人件費

物件費

維持補修費
扶助費

うち時間外勤務手当

うち委託料

退職手当引当金繰入額

その他
行政費用 小計(b)

補助費等
繰出金
減価償却費
不納欠損引当金繰入額

行
政
費
用

賞与引当金繰入額

280,103 280,103

174,042 174,042
34,995 34,995

85,415 85,415
7,866,159 7,866,159
1,156,101 1,156,101

0 0
6,093 6,093
4,009 4,009

10,860 10,860
34,388 34,388

0 0
9,617,170 9,617,170

行政収支差額 (a)-(b)=(c) △ 3,996,939 △ 3,996,939

0 0
0 0
0 0

△ 3,996,939 △ 3,996,939

0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

82 82

△ 3,997,021

△ 82 △ 82

通常収支差額 (c)+(f)=(g)

国庫支出金・都支出金
保育所運営に係る国庫支出金1,458,78
円及び都支出金2,200,934千円。

補助費等
保育所緊急整備事業補助金377,896千円
20年間期間限定認可保育所施設借上費補
助金114,605千円

扶助費
保育所運営にかかる義務的な経費を含む
額　7,733,494千円

建設仮勘定

増減理由

2014年度開設予定の山崎保育園の建設によ
り126,955千円の増。

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

決算額の
主な内訳

勘定科目

特別収支差額 (h)-(i)=(j)

特別収入 小計 (h)
固定資産売却・除却損

不納欠損額

金融収入 (d)
金融費用 (e)
金融収支差額 (d)-(e)=(f)

勘定科目

特別支出 小計 (i)

当期収支差額 (g)+(j)

勘定科目 建物

増減理由

森野三丁目保育園とわかば保育園が2012年
度民設民営保育園となり、歳出目上、保育
費から子育て支援費に移ったことにより66,
千円の増。特

別
収
入

特
別
費
用

固定資産売却益
その他

その他

土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減理由２

わかば保育園が2012年度民設民営保育園と
なり、、歳出目上、保育園費から子育て支援
費に移ったことにより15,901千円の増。

△ 3,997,021

82 82

件

予

4千

金

園
483

４Ｆ－
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東京都江戸川区

「東京都方式導入の決定経緯と取組状況」

- 73 -





- 75 -



25 2

( ) ( ) ( )

- 76 -



- 77 -



- 78 -



100

- 79 -





東京都

「新公会計制度普及促進連絡会議の
　取組みについて」
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URL http://www.kaikeikanri.metro.tokyo.jp/fukyuusokushin.html

TEL 03-5320-5964
FAX 03-5388-1626
E-mail S0000539@section.metro.tokyo.jp
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コメンテーター講演

「こんなに身近な公会計」
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新公会計制度普及促進連絡会議とは

複式簿記・発生主義会計による新公会計制度導入の先行自治体が、制度導入の目的やプロセス
等について情報交換するとともに、制度の一層の普及に向け連携した取組を協議するために設
置された会議体です。現在、東京都、大阪府、新潟県、愛知県、東京都町田市、大阪市、東京
都江戸川区及び大阪府吹田市の8団体が参加しています。

新公会計制度普及促進連絡会議ＨＰ：http://www.kaikeikanri.metro.tokyo.jp/fukyuusokushin.html

新公会計制度普及促進連絡会議は、新公会計制度導入の支援を行っています。
お気軽に、下記までお問い合わせください。

《問い合わせ先》
新公会計制度普及促進連絡会議 セミナー事務局（東京都会計管理局管理部会計企画課）
電 話 03-5320-5963 ＦＡＸ 03-5388-1626 Ｅ-mail s0000539@section.metro.tokyo.jp
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